










さいたま市告示第１０５０号 

さいたま市岩槻人形博物館特別企画展「中村信喬（仮）」美術輸送・展示作業等業務について、次
のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」を
いう。）第１６７条の６の規程に基づき公告する。 

令和５年６月１６日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

さいたま市岩槻人形博物館特別企画展「中村信喬（仮）」美術輸送・展示作業等業務 
⑵ 履行場所 

さいたま市岩槻区本町６−１−１ 外 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

契約日から令和５年９月３０日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）に業

務「運送・運行」の受注希望業務「美術品等運送」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

 ⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 荷室の空調装置及びエアサスペンションを装備する美術品専用車を所有している者 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

ア さいたま市岩槻区本町６−１−１ 
さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館 



担当 管理係 電話 ０４８（７４９）０２２３ ＦＡＸ ０４８（７４９）０２２５ 
イ さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p097931.html 

⑴ 交付期間 
公告の日から令和５年６月２３日（金）午後４時まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日

を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」
という。）を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
公告の日から令和５年６月２３日（金）午後４時まで（休日を除く午前９時から午後４時まで）。

なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留郵便を含む）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵  交付日時 

令和５年６月２７日（火）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た
場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の
１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する
金額を入札書に記載すること。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p097931.html


⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年６月３０日（金）午後１時３０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３
年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年６月３０日（金）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

６⑵イに同じ 
⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 
さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課 
電話 ０４８（８２９）１２２６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９６ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市岩槻区本町６−１−１ 
さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館 
電話 ０４８（７４９）０２２３ ＦＡＸ ０４８（７４９）０２２５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
要 

⑶ 議決の要否 
否 

８ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は原則返却しない。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館及びホームページにおいて閲

覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


⑶ 詳細は、入札説明書による。 
  



さいたま市告示第１０５１号 

 公印の廃止をしたので、さいたま市公印規則（平成１３年さいたま市規則第１５号）第１５条の規
定に基づき次のとおり告示する。 

  令和５年６月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 廃止した公印の種類及び個数 

 ⑴  さいたま市立与野本町保育園長印                          １個 

⑵  与野本町保育園 さいたま市現金取扱員領収印                     １個 

２ 廃止した公印の印影 

  別紙のとおり 
３ 廃止年月日 
  令和５年６月２６日 
  

（別紙省略）



さいたま市告示第１０５２号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令 和 ５ 年 ６ 月 １ ６ 日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区大字鹿室字新開１１２８番１、１１２８番２、１１２９番２、１１２９番３、
１１２９番５ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  （省略） 
３ 許可番号 
  令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ １ 日 
  第開‐Ｎ２０２２１００号 
４ 検査済証番号 
  令 和 ５ 年 ６ 月 １ ５ 日 
  第完‐Ｎ２０２２１００号 
  



さいたま市告示第１０５３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の規定に基づき認可した「地縁によ
る団体」については、告示した事項に変更があった旨の届出がされたので、同条第１０項の規定に基
づき、次のとおり告示する。 

令和５年６月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 名称 

  榎自治会 

２ 変更した事項 

  名称 

  認可地縁団体榎自治会法人 

３ 変更年月日 

  令和５年６月１６日 

  



 

さいたま市告示第１０５４号 

さいたま市の発注する「さいたま市立谷田小学校（２０棟）リフレッシュ改修（電気設備）工事」

ほか９件の一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和５年６月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成



 

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工



 

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付するこ

と。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除

く。）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札

候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、

入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格を

もって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最

低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札

を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書



 

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお



 

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし

た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。  

６ 余裕期間を定めている場合の工事 

(1) 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

(2) 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２(3)に掲げる資格確認書類と併せて、工事

開始日通知書を提出すること。   

(3) 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手しては

ならない。 

(4) 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

(5) 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該

工事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない

者として取扱うものとする。   

(6) 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行



 

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

９ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

１０ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実

態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２

年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の

定めるところによる。 

 

 

 



 

 

 
契約整理番号 ０５－５２０８－１２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 さいたま市立谷田小学校（２０棟）リフレッシュ改修（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市南区太田窪５丁目１０番６号 
履行期間 契約確定の日から令和６年２月１６日まで 
概要 電灯設備工事一式 情報表示設備工事一式 映像・音響設備工事一式 拡声設備

工事一式 自動火災報知設備工事一式 給水設備工事一式 排水設備工事一式 

既存設備撤去工事一式 

予定価格（税込） ２２，８６９，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２７日（火）午前９時から 

令和５年６月２９日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年６月３０日（金）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月４日（火）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級又はＢ級。ただし、Ｂ級については、当該業種で令和３年度又

は令和４年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和３

年１月１日から令和４年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が７６点

以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開システムに掲載する

「令和５年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者について」を参照する

こと。）。 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２６日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年６月２９日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・「さいたま市立谷田小学校（２０棟）リフレッシュ改修（建築）工事」の落札

候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する場合があ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８４０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４５６－１２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 一般国道４６３号（念仏橋）仮橋整備に伴う付帯工事 
工事場所 さいたま市緑区大字下山口新田地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年１０月３１日まで 
概要 土工一式 構造物撤去工一式 排水構造物工一式 仮設工一式 舗装工一式 

予定価格（税込） １６，５８８，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後２時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 
電話 ０４８－８４０－６２０５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３６５－４５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（北Ｒ５市道２０４６２号線） 
工事場所 さいたま市大宮区堀の内町２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年１０月３１日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 395.5m 幅員 5.6～6.6m 舗装工 切削オー

バーレイ（平均掘削深 t＝5 ㎝、再生密粒度 As（スラグ入り）、t＝5 ㎝）2290

㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後２時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４８７－１４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 南部第１０処理分区下水道工事（南建－Ｒ５－１００３） 
工事場所 さいたま市浦和区仲町２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年１０月３１日まで 
概要 延長 141.7m 管きょ工 開削 （管径 250mm、硬質塩ビ管）36.5m （管径

300mm、硬質塩ビ管）48.9m （管径 350mm、硬質塩ビ管）56.3m マンホール工 

組立楕円マンホール 4 箇所 組立２号マンホール 1 箇所 取付管工 取付管 36

箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後３時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４８７－１２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 浦和第１処理分区下水道工事（南建－Ｒ５－１０１０） 
工事場所 さいたま市緑区大字大門地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年１１月２４日まで 
概要 延長 140.4m 開削（管径 200mm、硬質塩ビ管）135.9m マンホール工 組立１号

マンホール 5 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後３時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３８７－７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第１０－３処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－２０１１） 
工事場所 さいたま市大宮区大原６丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年１１月３０日まで 
概要 延長 管きょ更生工（既設管径φ1200）21.1m 付帯工一式 

予定価格（税込） １５，６３１，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後３時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級、Ｂ級又はＣ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)又は(2)の要件を満たし、かつ、(3)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請と

して完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

(2) 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入している

こと。 

(3) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する(2)の場合については、協会等に加入していることを証明

する書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３８７－８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 深作第１排水区下水道工事（北建－Ｒ５－２００３） 
工事場所 さいたま市見沼区東大宮６丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年１０月２７日まで 
概要 延長 33.7m 函渠工（□600×600）33.7m 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後３時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３５６－３７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 暮らしの道路整備工事（市道３０７９５号線） 
工事場所 さいたま市北区日進町２丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年１１月３０日まで 
概要 延長 85m 幅員 4.0m 舗装工 下層路盤 237 ㎡ 上層路盤 237 ㎡ 表層 242 ㎡ 

排水構造物工 長尺Ｕ型側溝 154m 集水桝 4 箇所 区画線工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後３時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４６５－１４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（南Ｒ５市道第４８１号線） 
工事場所 さいたま市中央区新中里３丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年１１月１０日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 156.5m 幅員 4.0m 道路土工 掘削 140 ㎥ 

舗装工 舗装版破砕 629 ㎡ 路盤 629 ㎡ 基層 629 ㎡ 表層 629 ㎡ 区画線工一

式 道路付属施設工一式 付帯工一式 交通管理工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後３時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課 
電話 ０４８－８４０－６２２４ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３６５－４６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 道路修繕工事（北Ｒ５一般県道新方須賀さいたま線）黒谷工区 
工事場所 さいたま市岩槻区大字黒谷地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年１０月３１日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 134.7m 幅員 6.1m～6.4m 橋面防水工 塗

膜系防水 24 ㎡ 舗装工 切削オーバーレイ工 （平均切削深さ t＝5 ㎝ 改質Ⅱ

型密粒度 As、t＝5 ㎝）45 ㎡ （平均切削深さ t＝12 ㎝ 再生粗粒度 As、t＝7

㎝ 改質Ⅱ型密粒度 As、t＝5 ㎝）791 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後４時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

さいたま市告示第１０５５号 
さいたま市の発注する「暮らしの道路整備工事（市道４０７５９号線外１路線）」ほか２件の一般

競争入札について、次のとおり公告する。 

令和５年６月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成



 

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工



 

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付するこ

と。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除

く。）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札

候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、

入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格を

もって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最

低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札

を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書



 

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 余裕期間を定めている場合の工事 

(1) 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

(2) 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２(3)に掲げる資格確認書類と併せて、工事

開始日通知書を提出すること。   

(3) 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手しては

ならない。 

(4) 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

(5) 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該

工事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない

者として取扱うものとする。   

(6) 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 



 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成



 

２４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２年さいたま市制定）及

び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 



 

 

別表  
対象工事 ア 暮らしの道路整備工事（市道４０７５９号線外１路線） 

イ スマイルロード整備工事（北Ｒ５市道６４７１号線） 

ウ 暮らしの道路整備工事（市道２０８９５号線） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とす

る。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３５６－３５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 暮らしの道路整備工事（市道４０７５９号線外１路線） 
工事場所 さいたま市西区大字指扇地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月３１日まで 
概要 延長 161m 幅員 4.0m 舗装工 下層路盤 462 ㎡ 上層路盤 462 ㎡ 表層 468 ㎡ 

排水構造物工 側溝工 277m 集水桝工 5 箇所 暗渠工 11m 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後２時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３６５－４４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（北Ｒ５市道６４７１号線） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字釣上新田地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年１０月３１日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 205m 幅員 6.0m 道路土工一式 排水構造

物工 長尺Ｕ形側溝（深 300）160m Ｌ型長尺Ｕ形側溝（深 500）40m 舗装工 

表層（再生密粒度 As-20、t＝5 ㎝）1100 ㎡ 上層路盤（RM-40）76 ㎡ 下層路盤

（RC-40）76 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後２時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３５６－３６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 暮らしの道路整備工事（市道２０８９５号線） 
工事場所 さいたま市見沼区大字南中丸地内外 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月１９日まで 
概要 延長 111m 幅員 4.0m 舗装工 下層路盤 308 ㎡ 上層路盤 308 ㎡ 表層 309 ㎡ 

排水構造物工 側溝工 170m 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年６月２９日（木）午前９時から 

令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月６日（木）午後２時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月１９日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月１９日（月）午前９時から 
令和５年６月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示第１０５６号 
さいたま市プラスチック回収先行地域実証事業支援業務について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規
定に基づき公告する。 

令和５年６月１９日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

さいたま市プラスチック回収先行地域実証事業支援業務 

⑵ 履行場所 

   さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号外 

⑶ 業務概要 

入札説明書及び仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

令和５年８月１日から令和６年３月２９日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下

「名簿」 という。）に業務「検査・測定・調査」及び「計画策定」で登載されている者であるこ
と。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 施行令第１６７条の４第１項に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の競争入札に参加させないこととさ

れた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 平成 30 年 4 月 1 日以降に、以下と同種・同規模の履行実績をいずれも有すること。 
 ア 人口２０万人以上の地方公共団体において一般廃棄物処理基本計画を策定した実績を有して

いる者。 
  イ 人口２０万人以上の地方公共団体において家庭系ごみの組成分析調査を実施した実績を有し

ている者。（計画策定業務等の一部で組成分析調査を再委託した場合を含む。） 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 



⑴ 交付場所 
 〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局資源循環推進部 

資源循環政策課 
担当 政策推進係 電話 ０４８（８２９）１３３８ 

⑵ 交付期間 
 告示の日から令和５年６月３０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年 

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

 無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札日において確認
審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年７月７日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
 郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出 

た場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する
金額を入札書に記載すること。また、入札書には入札等金額見積内訳書を添付すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 



ア 日時 
令和５年７月２６日（水）午前１１時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟第３会議室 
（さいたま市役所西会議棟２階） 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年７月２６日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
 設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、その業務の再度入札に参加できな 

い。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ
た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 入札の無効 
   さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市環境局資源循環推進部資源循環政策課 
電話 ０４８（８２９）１３３８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９１ 

⑼ 業務を担当する課 
６⑻に同じ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
   要 

⑶ 議決の要否 
   否 
 ⑷ 契約内容の変更 
   仕様書記載の「５ 業務内容」のうち、「⑵ イ c 桜環境センターに搬入されたプラスチッ

ク類の組成分析調査」及び「⑵ イ f 対象地区内住民へのアンケート」については、環境省実
施の「令和５年度プラスチックの資源循環に関する先進的モデル形成支援事業」に申請予定であ



るため、支援事業として採択された場合、当該業務は本件委託業務では行わないものとし、契約
価格を変更するものとする。 

８ その他  
⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様等についての不明を理由として異議を申し立てることは

できない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑷ 契約条項等は、さいたま市ホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html  
⑸ 詳細は、入札説明書による。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０５７号 
さいたま市統計調査条例（平成１３年さいたま市条例第１６号）第２条に規定する統計調査を次の

とおり実施するので、第３条の規定により告示する。 
 令和５年６月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 調査の名称 
  さいたま市地域経済動向調査 
２ 調査の目的 

さいたま市内における経済動向、企業経営動向を把握し、適切かつ効果的な施策を推進する基礎
資料とするとともに、市内企業の経営判断の一助とすることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 
 ⑴ 地域的範囲 市全域 
 ⑵ 属性的範囲 市内企業（建設業、製造業、卸売業、小売業、飲食店、不動産業、サービス業） 
４ 報告を求める企業数 
  １，５００社 
５ 報告を求める事項及びその基準となる期間 
 ⑴ 報告を求める事項 
  ア 事業種及び従業員数 

イ 次の項目に関する景況感等（四半期ごとの実績及び見通し） 
①景気、②在庫水準、③資金繰り、④雇用人数、⑤販売数量、⑥販売単価、⑦仕入単価、 ⑧

売上高、⑨経常利益、⑩設備投資、⑪景気判断の背景・要因、⑫経営課題等 
 ⑵ 基準となる期間 
  ア 前期 

１月から１２月までの１年間について、１月から３月まで及び４月から６月までは実績、 ７
月から９月まで及び１０月から１２月までは見通しについて調査する。 

  イ 後期 
７月から翌年６月までの１年間について、７月から９月まで及び１０月から１２月までは 

実績、１月から３月まで及び４月から６月までは見通しについて調査する。 
６ 報告を求めるために用いる方法 
 ⑴ 調査系統 さいたま市−民間事業者−報告者 
 ⑵ 調査方法 郵送調査及びオンライン調査 
７ 報告を求める期間 
 ⑴ 調査の周期 半期 
 ⑵ 調査の実施期間 

ア 前期調査 ６月下旬から７月下旬まで 
  イ 後期調査 １１月下旬から１２月下旬まで 
８ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所経済局商工観光部経済政策課総務係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３６３ 



さいたま市告示第１０５８号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年６月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

市県民税（普通徴収） 督促状 
国民健康保険税（普徴） 督促状 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 
別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 
⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２〜１７３４ 

  



さいたま市告示第１０５９号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年６月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

配当計算書（謄本） 
差押調書（謄本） 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２〜１７３４ 

  



さいたま市告示第１０６０号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年６月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

差押調書（謄本） 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  （省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２〜１７３４ 

 
 
  



さいたま市告示第１０６１号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 

令和５年６月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達をする書類 

交付要求通知書 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 

（省略） 

３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３５ 

 

 

  



さいたま市告示第１０６２号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年６月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 送達をする書類 

市県民税（普通徴収） 督促状 
固定資産税・都市計画税 督促状 
国民健康保険税（普通徴収） 督促状 
市県民税（特別徴収） 督促状 
軽自動車税（種別割） 督促状 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（６４６）３０８１  

  



さいたま市告示第１０６３号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工
事が完了したので公告する。 
  令和５年６月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市桜区西堀六丁目１０１５番１、１０１５番３、１０１５番４、１０１６番４、１０２
８番１、１０２８番３、１０２８番４、１０２８番５ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
東京都中央区日本橋室町一丁目１番８号 

大栄不動産株式会社 代表取締役 石村 等 
３ 許可番号 

 令和５年５月２６日 
 第 変‐Ｓ２０２２０９６ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年６月１９日 
 第 完‐Ｓ２０２２０９６ 号 

  

さいたま市告示第１０６３号



さいたま市告示第１０６４号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を廃止し

たので、さいたま市建築基準法施行細則（平成１３年規則第２１５号）第１３条の２第３項の規定に
より、次のとおり告示する。 

令和５年６月２０日 
さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 道路廃止の概要 
   次の表のとおり 

道路の位置の地番 
指定日 指定番号 幅員(m) 延長(m) 

区名 大字・町名 字・丁目 地番 

岩槻区 末田 外野 

1841-26 の一部 

1841-27 の一部 

1841-28 の一部 

1841-29 の一部 

1841-132 の一部 

1841-133 

1841-139 

1841-142 の一部 

1843-1 の一部 

1843-4 の一部 

1841-48 の一部 

1841-49 の一部 

1841-50 の一部 

1841-135 の一部 

1841-136 

1841-137 

1841-138 の一部 

1843-3 の一部 

昭和 36 年 

12 月 26 日 
第 24 号 4.00 52.00 

 

  



さいたま市告示第１０６５号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区大字宝来字石橋１０６８番３ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

(省略) 
３ 許可番号 

令和４年７月４日  
第開‐Ｎ２０２２０２８号 

４ 検査済証番号 
令和５年６月２０日 
第完‐Ｎ２０２２０２８号 

  



さいたま市告示第１０６６号 

さいたま市岩槻人形博物館特別展「岡本玉水」図録製作等業務について、次のとおり一般競争入札
を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」をいう。）第１６７条の
６の規程に基づき公告する。 

令和５年６月２１日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項  
 ⑴  件名 

さいたま市岩槻人形博物館特別展「岡本玉水」図録製作等業務 
⑵ 履行場所 

さいたま市岩槻区本町６−１−１ 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

契約日から令和５年１１月３０日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）に業

務「製作等」の受注希望業務「製作／パンフレット等」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

 ⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 奥付等に印刷の責任者（プリンティング・ディレクター等）として本人の氏名が記載された美
術系の展覧会図録又は写真集を、過去１年以内に２冊以上担当した実績がある者を色校正の担当
者とすることを証明した者であること。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 



ア さいたま市岩槻区本町６−１−１ 
さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館 
担当 管理係 電話 ０４８（７４９）０２２３ ＦＡＸ ０４８（７４９）０２２５ 
イ さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p097959.html 

⑵ 交付期間 
公告の日から令和５年６月２８日（水）午後４時まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日

を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」
という。）を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
公告の日から令和５年６月２８日（水）午後４時まで（休日を除く午前９時から午後４時まで）。

なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留郵便を含む）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年６月３０日（金）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た
場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の
１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p097959.html


税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する
金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月５日（水）午前９時３０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所 西会議棟２階 第３会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３
年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月５日（水）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

６⑵イに同じ 
⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 
さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課 
電話 ０４８（８２９）１２２６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９６ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市岩槻区本町６−１−１ 
さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館 
電話 ０４８（７４９）０２２３ ＦＡＸ ０４８（７４９）０２２５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
要 

⑶ 議決の要否 
否 

８ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は原則返却しない。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館及びホームページにおいて閲



覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０６７号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工
事が完了したので公告する。 
  令和５年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市中央区円阿弥四丁目５６６番４、５６６番５、５６６番６、５６６番７、５６６番８、
５６７番１、５６７番２、５６７番３、５６７番４、５６７番５、５６７番６、５６７番７、５
６７番８、５６７番９、５６７番１０、５６７番１１、５６７番１２、５６８番１、５６８番３、
５６８番４、５６８番５、５６８番６、５６８番７、５６８番８（うち第一工区） 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
越谷市南越谷一丁目２１番地２ 

株式会社中央住宅 
代表取締役 品川 典久 

３ 許可番号 
 令和５年６月７日 
 第 変‐Ｓ２０２２０７７ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年６月２０日 
 第 完１Ｓ２０２２０７７ 号 

  

さいたま市告示第１０６７号



さいたま市告示第１０６８号 
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の４第１項の規定により、令和５年度における地

籍調査を実施するので、同法第７条の規定により告示する。 
令和５年６月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 事業計画が定められた年月日 
  令和５年４月１日 
２ 調査を実施する者の名称 
  さいたま市 
３ 調査地域 
  さいたま市浦和区針ヶ谷１丁目の一部 
４ 調査期間 
  令和５年６月２２日から令和６年３月３１日まで 
５ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所都市局都市計画部都市総務課政策係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３９４ 

  



さいたま市告示第１０６９号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和５年６月２７日までに返
還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 

令和５年６月２１日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢  
（推定） 

首輪の
有無 特  徴 

６月 
２０日 猫 西区二ツ宮 雑種 オス 白キジ １~２か

月 無  

６月 
２０日 猫 西区二ツ宮 雑種 メス キジ白 １~２か

月 無  

６月 
２０日 猫 西区二ツ宮 雑種 オス 茶白 １~２か

月 無  

６月 
２０日 犬 岩槻区美園東 フレンチ 

ブルドッグ 
オス  白 ３〜６歳 無  

 
連絡先 

⑴  担当  さいたま市役所保健衛生局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話  ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 

  



さいたま市告示第１０７０号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年６月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市見沼区染谷三丁目７０番１ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

 (省略) 
３ 許可番号 
 令 和 ５ 年 １ 月 ４ 日 
 第開‐Ｎ２０２２１４１号  
４ 検査済証番号 

令 和 ５ 年 ６ 月 ２ １ 日 
第完‐Ｎ２０２２１４１号 

  



さいたま市告示第１０７１号 

 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第２項の規定に基づき、令和４年さいたま市
告示第４９８号により指定した区域の指定を次のとおり全部解除する。 

令和５年６月２２日 
さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 形質変更時要届出区域としての指定を解除する区域 
さいたま市北区日進町一丁目４０番２０の一部 

詳細は、別紙形質変更時要届出区域図のとおり 
２ 指定番号 
  形−２６号 
３ 講じられた実施措置 
  掘削除去 
４ 連絡先 
 ⑴ 担当 さいたま市役所環境局環境共生部環境対策課水質土壌係 
 ⑵ 電話 ０４８（８２９）１３３１ 
  



さいたま市告示第１０７２号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和５年６月２７日までに返
還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 

令和５年６月２２日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢 
（推定） 

首輪の
有無 特  徴 

６月 
２１日 猫 大宮区上小町 雑種 オス キジ白 ２〜３か月 無 負傷動物 

 
連絡先 

⑴  担当 さいたま市役所保健衛生局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話 ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 

  















さいたま市告示第１０７４号 

さいたま市マイクロフィルムデジタルリーダプリンタ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を
行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６
の規定に基づき公告する。 

令和５年６月２３日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

さいたま市マイクロフィルムデジタルリーダプリンタ賃貸借 
⑵ 借入場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ 
⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 
⑷ 借入期間 

令和５年１０月１日から令和１０年９月３０日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登載
されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 仕様書の内容を遵守し確実に履行することができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書を交付するものと
する。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市総務局総務部総務課 

担当 文書係 電話 ０４８（８２９）１０８５ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年７月１３日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ



いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 
無償 

 ⑷ その他 
入札説明書は、３⑴の場所において３⑵の間、閲覧にも供する。 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年７月１８日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記載すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月２５日（火）午前９時３０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所地下１階第１会議室 



⑶ 入札保証金 
見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と
する。 

⑷ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月２５日（火）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

６⑵イに同じ 
⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の
範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市総務局総務部総務課 

電話 ０４８（８２９）１０８５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８３ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に月数を乗じた金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいた
ま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ 特記事項 

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金
額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 

９ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市総務局総務部総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０７５号 

さいたま市後納郵便管理システム機器賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方
自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき
公告する。 

令和５年６月２３日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

さいたま市後納郵便管理システム機器賃貸借 
⑵ 借入場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所外 
⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 
⑷ 借入期間 

令和５年１０月１日から令和１０年９月３０日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登載
されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般
競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 仕様書の内容を遵守し確実に行うことができる者であること。 

３ 入札説明書の交付等 
本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書を交付するものとす

る。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市総務局総務部総務課 

担当 文書係 電話０４８（８２９）１０８５ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年７月１３日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ



いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
⑷ その他 

入札説明書は、３⑴の場所において３⑵の間、閲覧に供する。 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年７月１８日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの金額を記載すること。なお、落札決定

に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。 

⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月２５日（火）午前１０時００分 
イ 場所 



さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所地下１階第１会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい
たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と
する。 

⑷ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月２５日（火）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

６⑵イに同じ 
⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 
さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市総務局総務部総務課 
電話 ０４８（８２９）１０８５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８３ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま
市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
要 

⑶ 議決の要否 
否 

８ 特記事項  
   この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 
９ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市総務局総務部総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑶ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０７６号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定による道路の指定をしたの

で、次のとおり告示する。 
令和５年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人    
１ 事業名  

さいたま都市計画事業東浦和第二土地区画整理事業 

２ 指定した道路の概要 

⑴ 名称 区６−７号線の一部 

⑵ 幅員 ６．０ｍ 

⑶ 延長 ３２．０ｍ 

３ 道路の指定場所 
次の表のとおり 

土地の表示 
区名     

大字・町名 字・丁目 地番  

緑区     

中尾 不動谷 ２０６番１ 一部  

緑区 中尾 不動谷 ２０６番２ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番１ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番２ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番３ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番４ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番５ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番６ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２１２番２ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２１２番５ 一部 
 
４ 道路の指定年月日 
 令和５年６月２３日 
  



さいたま市告示第１０７７号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定による道路の指定をしたの

で、次のとおり告示する。 
令和５年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人    
１ 事業名  

さいたま都市計画事業東浦和第二土地区画整理事業 

２ 指定した道路の概要 

⑴ 名称 広ケ谷戸原山線の一部 

⑵ 幅員 １４．０ｍ 

⑶ 延長 ３５．０ｍ 

３ 道路の指定場所 
次の表のとおり 

土地の表示 
区名     

大字・町名 字・丁目 地番  

緑区     

中尾 不動谷 ２０３番１ 一部  

緑区 中尾 不動谷 ２０４番２ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０６番２ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番３ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番４ 一部 
緑区 中尾 不動谷 ２０７番５ 一部 
 
４ 道路の指定年月日 
 令和５年６月２３日 
  



さいたま市告示第 １０７８ 号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定による道路の指定をしたの

で、次のとおり告示する。 
令和５年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人    
１ 事業名  

さいたま都市計画事業東浦和第二土地区画整理事業 

２ 指定した道路の概要 

⑴ 名称 区４．５−２号線の一部 

⑵ 幅員 ４．５ｍ 

⑶ 延長 １９．８ｍ 

３ 道路の指定場所 
次の表のとおり 

土地の表示 
区名     

大字・町名 字・丁目 地番  

緑区     

中尾 中丸 １７７２番２ 一部  

緑区 中尾 中丸 １７７４番１ 一部 
緑区 中尾 中丸 １７７５番２ 一部 
緑区 中尾 中丸 １７７７番１ 一部 
緑区 中尾 中丸 １７７７番２ 一部 
緑区 中尾 中丸 １７７７番３ 一部 
 
４ 道路の指定年月日 
 令和５年６月２３日 
  

１０７８号



さいたま市告示第１０７９号 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の 2 第１項の規定に基づき認可した「地縁による団
体」については、告示した事項に変更があった旨の届出がされたので、同条の 2 第 10 項の規定に基づ
き、次のとおり告示する。 

令和５年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 名 称 

  ひがしはる野団地自治会 

２ 変更した事項 

⑴ 名 称 ひがしはる野自治会 

⑵ 区 域 さいたま市見沼区春野４丁目のうち、別表１−１乃至１−２に定めるひがしはる野 

⑶ 代表者 (省略) 

⑷ 住 所 (省略) 

３ 変更年月日 

   令和５年４月１６日 

  



さいたま市告示第１０８０号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和５年５月２７日までに返
還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 

令和５年５月２３日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢  
（推定） 

首輪の
有無 特  徴 

６月 
２２日 猫 岩槻区本町 雑種 めす キジトラ ２〜３ 

か月齢 無 負傷動物 

 
連絡先 

⑴  担当  さいたま市役所保健衛生局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話  ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 

  



 

 

さいたま市告示第１０８１号 
 令和５年６月５日さいたま市告示第９８９号、第９９０号、令和５年６月１２日さいたま市告示第１０

２０号及び１０２１号において公告した一般競争入札について、次のとおり入札を中止したので、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１４条第２項の規定により公示する。 
 また、中止に伴い地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により令

和５年６月５日さいたま市告示第９９０号、令和５年６月１２日さいたま市告示第１０２１号及び第１０

２２号を次のとおり変更する。 
 
  令和５年６月２３日 

 
                          さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 中止とした一般競争入札 
⑴ 契約整理番号 ０５－５５５３－１１ 

工事名 上木崎公民館大規模改修（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市浦和区上木崎３丁目２番１４号 

⑵ 契約整理番号 ０５－２３７３－２ 
工事名 天沼児童センター大規模改修（建築）工事 
工事場所 さいたま市大宮区天沼町１丁目１９４番地 

⑶ 契約整理番号 ０５－１６５５－１ 
工事名 上峰コミュニティホール中規模修繕（建築）工事 
工事場所 さいたま市中央区上峰２丁目３番５号 

⑷ 契約整理番号 ０５－５５５３－１０ 
工事名 上木崎公民館大規模改修（建築）工事 
工事場所 さいたま市浦和区上木崎３丁目２番１４号 

⑸ 契約整理番号 ０５－２３７３－３ 
工事名 天沼児童センター大規模改修（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市大宮区天沼町１丁目１９４番地 

⑹ 契約整理番号 ０５－１６５５－２ 
工事名 上峰コミュニティホール中規模修繕（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市中央区上峰２丁目３番５号 

 
２ 中止とした理由 
⑴及び⑷「上木崎公民館大規模改修（機械設備）工事」が不調となったため。 
⑵及び⑸「天沼児童センター大規模改修（機械設備）工事」が不調となったため。 
⑶及び⑹「上峰コミュニティホール中規模修繕（機械設備）工事」が不調となったため。 
 

３ 変更する一般競争入札及び変更箇所 
⑴ さいたま市告示第９９０号 

ア 別表の変更内容 



 

 

（ア）変更前      

対象工事 ア 西浦和公民館大規模改修（建築）工事 

イ 大宮南公民館大規模改修（建築）工事 

ウ 上木崎公民館大規模改修（建築）工事 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

（イ）変更後 

対象工事 ア 西浦和公民館大規模改修（建築）工事 

イ 大宮南公民館大規模改修（建築）工事 

概要 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イの入札は無効とする。 

 

⑵ さいたま市告示第１０２１号 

ア 別表の変更内容 
（ア）変更前      

対象工事 ア 西浦和公民館大規模改修（電気設備）工事 

イ さいたま市立本太中学校（１９・２９－１・３１・３２棟）リフレ 

ッシュ改修（電気設備）工事 

ウ 上峰コミュニティホール中規模修繕（電気設備）工事 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

（イ）変更後 

対象工事 ア 西浦和公民館大規模改修（電気設備）工事 

イ さいたま市立本太中学校（１９・２９－１・３１・３２棟）リフレ 

ッシュ改修（電気設備）工事 

概要 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イの入札は無効とする。 

 

⑶ さいたま市告示第１０２２号 

ア 対象工事 

（ア）契約整理番号 ０５－５５５３－６ 

 （イ）工事名 西浦和公民館大規模改修（機械設備）工事 

 （ウ）工事場所 さいたま市南区曲本２丁目７番１１号 

 （エ）変更内容 
   ａ 変更前 

その他 ・「西浦和公民館大規模改修（建築）工事」又は「西浦和公民館大規模改修（電

気設備）工事」の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 
・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」にお

ける対象工事（受注者希望方式）である。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

   ｂ 変更後 

その他 ・「西浦和公民館大規模改修（建築）工事」又は「西浦和公民館大規模改修（電

気設備）工事」の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 
・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」にお

ける対象工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

 イ 別表の変更内容 

 (ア)変更前      

対象工事 ア 西浦和公民館大規模改修（機械設備）工事 



 

 

イ 上木崎公民館大規模改修（機械設備）工事 

ウ 天沼児童センター大規模改修（機械設備）工事 

エ 上峰コミュニティホール中規模修繕（機械設備）工事 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ及びエの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ及びエの入札は無効とする。 

・対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エの入札は無効とする。 

   (イ)変更後 

      別表削除 



 

さいたま市告示第１０８２号 

さいたま市の発注する「大宮北高等学校受水槽更新工事」ほか１７件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成



 

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工



 

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付するこ

と。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除

く。）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札

候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、

入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格を

もって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最

低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札

を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書



 

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお



 

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし

た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。  

６ 余裕期間を定めている場合の工事 

(1) 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

(2) 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２(3)に掲げる資格確認書類と併せて、工事

開始日通知書を提出すること。   

(3) 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手しては

ならない。 

(4) 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

(5) 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該

工事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない

者として取扱うものとする。   

(6) 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行



 

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

９ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

１０ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実

態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２

年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の

定めるところによる。 

 

 

 



 

 

 
契約整理番号 ０５－５２０９－３６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 大宮北高等学校受水槽更新工事 
工事場所 さいたま市北区奈良町９１番地１ 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月１２日まで 
概要 自動制御設備工事一式 給水設備工事一式 排水設備工事一式 動力設備工事一

式 既存設備撤去工事一式 

予定価格（税込） ３６，９９３，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月 ７日（金）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１１日（火）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 管工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月６日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」にお

ける対象工事（発注者指定方式）である。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８４０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－３２８９－４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 南与野駅西口土地区画整理事業 南通り線道路築造外工事（その３）（補） 
工事場所 さいたま市中央区鈴谷２丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月１９日まで 
概要 延長 173.8m 道路改良 道路土工一式 排水構造物工 36m 縁石工 119m 道路

植栽工 2 箇所 舗装工 884 ㎡ 基盤整備 敷地造成工一式 構造物撤去工一式 

道路照明設備 道路付属施設工 3 基 管路 管きょ工（開削）109m マンホール

工 3 箇所 

予定価格（税込） ３７，５４３，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月 ６日（木）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１１日（火）午前９時から 

令和５年７月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１３日（木）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、見沼区又は岩槻区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ５日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１０日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市都市局まちづくり推進部与野まちづくり事務所 

電話 ０４８－８４０－６１５３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３５６－４１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 歩道整備工事（主要地方道さいたま鴻巣線・指扇領辻工区） 
工事場所 さいたま市西区大字指扇領辻地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年１２月１５日まで 
概要 延長 63.0m 道路土工一式 舗装工 車道舗装工 269 ㎡ 歩道舗装工 79 ㎡ 撤

去工一式 排水構造物工 側溝工 54m 縁石工 51m 擁壁工 28m 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月 ６日（木）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１１日（火）午前９時から 

令和５年７月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１３日（木）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ５日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１０日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３６５－４８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（北Ｒ５市道１０８７７号線） 
工事場所 さいたま市北区今羽町地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年１１月２４日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 311.3m 幅員 5.3～5.5m 舗装工 路面切削

工（平均切削深さ 5 ㎝）19 ㎡ 切削オーバーレイ工（再生粗粒度 As-20、平均切

削深さ 12 ㎝、t＝7 ㎝）1650 ㎡ 表層工（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝）1660

㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月 ６日（木）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１１日（火）午前９時から 

令和５年７月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１３日（木）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ５日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１０日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
・本工事は、「ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））」の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３６５－４９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（北Ｒ５市道イワ１２３号線） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字野孫地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年１１月９日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 382.4m 幅員 4.1m～6.9m 舗装工 路面切

削（平均切削厚 t＝5 ㎝）1940 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削厚 t＝7 ㎝、再

生粗粒度 As、t＝7 ㎝）1260 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As、t＝5 ㎝）1939 ㎡ 

付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月 ６日（木）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１１日（火）午前９時から 

令和５年７月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１３日（木）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ５日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１０日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４５６－１３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 水辺公園橋架換工事 
工事場所 さいたま市南区内谷７丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月１５日まで 
概要 既設上部工撤去一式 上部工製作・架設一式 

予定価格（税込） １０５，１４９，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月 ６日（木）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１１日（火）午前９時から 

令和５年７月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１３日（木）午後２時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 鋼構造物工事業 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 － 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、鋼橋の架設工事を元請として完成

させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比

率が２０％以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の鋼構造物工事について、本公告日以前３箇月において、通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６

５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の

通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ５日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１０日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－８４０－６２０５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－２１７１－１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 ひかり会館中規模修繕（建築）工事 
工事場所 さいたま市中央区本町東５丁目１３番２９号 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月４日まで 
概要 防水改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 内装改修工事 塗装改修工事 外 

予定価格（税込） ９２，９８３，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１２日（水）午前９時から 

令和５年７月１４日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１８日（火）午前９時から 

令和５年７月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２０日（木）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１１日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１４日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・「ひかり会館中規模修繕（電気設備）工事」又は「ひかり会館中規模修繕（機

械設備）工事」の落札候補者が決まらないときは、開札後であっても本件入札を

中止する。 
・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」にお

ける対象工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部保全管理課 
電話 ０４８－８２９－１５１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－２１７１－２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 ひかり会館中規模修繕（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市中央区本町東５丁目１３番２９号 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月４日まで 
概要 受変電設備工事一式 動力設備工事一式 電灯設備工事一式 構内交換設備工事

一式 拡声設備工事一式 火災報知設備工事一式 テレビ共同受信設備工事一式 

昇降機設備工事一式 既存設備撤去工事一式 

予定価格（税込） ８１，５４３，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１２日（水）午前９時から 

令和５年７月１４日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１８日（火）午前９時から 

令和５年７月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２０日（木）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１１日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１４日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・「ひかり会館中規模修繕（建築）工事」の落札候補者が決まらないときは、本

件入札に関する開札を延期又は中止する場合がある。 
・「ひかり会館中規模修繕（機械設備）工事」の落札候補者が決まらないとき

は、開札後であっても本件入札を中止する。 
・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」にお

ける対象工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－２１７１－３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 ひかり会館中規模修繕（機械設備）工事 
工事場所 さいたま市中央区本町東５丁目１３番２９号 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月４日まで 
概要 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 自動制御設備工事一式 衛生器具設

備工事一式 給水設備工事一式 排水設備工事一式 給湯設備工事一式 消火設

備工事一式 既存設備撤去工事一式 

予定価格（税込） ７０，２４６，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１２日（水）午前９時から 

令和５年７月１４日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１８日（火）午前９時から 

令和５年７月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２０日（木）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 管工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１１日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１４日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・「ひかり会館中規模修繕（建築）工事」又は「ひかり会館中規模修繕（電気設

備）工事」の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は

中止する場合がある。 
・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」にお

ける対象工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－５２０８－１３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 さいたま市立新和小学校（２４棟の一部・２９－１、－２棟）リフレッシュ改修

（建築）工事 
工事場所 さいたま市岩槻区大字尾ヶ崎１２５２番地 
履行期間 契約確定の日から令和６年２月１６日まで 
概要 防水改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 内装改修工事 塗装改修工事 外 

予定価格（税込） １６９，８４０，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１２日（水）午前９時から 

令和５年７月１４日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１８日（火）午前９時から 

令和５年７月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２０日（木）午後２時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１１日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１４日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・後日発注予定の「さいたま市立新和小学校（２４棟の一部・２９－１、－２棟

）リフレッシュ改修（電気設備）工事」又は後日発注予定の「さいたま市立新和

小学校（２４棟の一部・２９－１、－２棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事

」の落札候補者が決まらないときは、開札後であっても本件入札を中止する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部保全管理課 
電話 ０４８－８２９－１５１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３５９－１４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 一般国道１２２号蓮田岩槻バイパス道路改良工事（Ｒ５）（２債） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字加倉地内外 
履行期間 契約確定の日から令和７年１月３１日まで 
概要 延長 4.1 ㎞ 土工一式 車道舗装工 5128 ㎡ 歩道舗装工 1264 ㎡ 側溝工

267.4m 管渠工 18m 集水桝・マンホール工 18 箇所 路側防護柵工 2923m 防止

柵 118m 車止めポスト工 7 基 縁石工 544.4m 防草対策工 269 ㎡ 道路付属施

設工一式 区画線工 13139m 撤去工一式 

予定価格（税込） ２７５，２６４，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路建設課 

電話 ０４８－６４６－３２１３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３５６－３８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 歩道整備工事（主要地方道川口上尾線・Ｒ５本郷町工区）（２債） 
工事場所 さいたま市北区本郷町地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年９月３０日まで 
概要 延長 249m 道路土工一式 排水構造物工 462m 構造物撤去工一式 舗装工 （車

道）2279 ㎡ （歩道）1175 ㎡ 道路付属施設工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） １２８，６３４，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「

資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要件

を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回っていな

いこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約日

以降に請求できる。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の対

象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４５９－５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 さいたま鴻巣線バイパス道路改良工事（Ｒ５） 
工事場所 さいたま市桜区中島３丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月１２日まで 
概要 延長 822m 幅員 30m 道路土工一式 舗装工 （本線表層工）6970 ㎡ （切削

オーバーレイ）1940 ㎡ 縁石工 871m 区画線工（本線部）2960m 防護柵工

172m 

予定価格（税込） １２０，２５２，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級。ただし、Ａ級については、当該業種で令和３年度又

は令和４年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和３

年１月１日から令和４年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の２件以

上の平均点が７６点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開

システムに掲載する「令和５年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者に

ついて」を参照すること。）。 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

・本工事は、「ＩＣＴ活用工事（舗装工）（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課 

電話 ０４８－８４０－６２１２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３８４－４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻第３処理分区下水道工事（北再－Ｒ５－４０８） 
工事場所 さいたま市岩槻区城南２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和６年２月２９日まで 
概要 延長 440.4m 管きょ更生工（既設管径 900～1000mm）440.4m 耐震継手工（既設

管径 250～1000mm）20 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後３時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)又は(2)の要件を満たし、かつ、(3)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請と

して完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

(2) 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入している

こと。 

(3) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する(2)の場合については、協会等に加入していることを証明

する書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 
電話 ０４８－６４６－３２５５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４８４－５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 鴨川第３８処理分区下水道工事（南再－Ｒ５－４０１） 
工事場所 さいたま市中央区新中里４丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月３１日まで 
概要 耐震化工 管きょ更生工（既設管径 1500mm）194.6m 耐震継手設置工（既設管

径 1500mm）6 箇所 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後３時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)又は(2)の要件を満たし、かつ、(3)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請と

して完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

(2) 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入している

こと。 

(3) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する(2)の場合については、協会等に加入していることを証明

する書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道再整備課 

電話 ０４８－８４０－６２５５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３８４－５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第５処理分区下水道工事（北再－Ｒ５－４０６） 
工事場所 さいたま市北区吉野町１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和６年２月２９日まで 
概要 延長 190.2m 管きょ更生工（既設管径 250mm）190.2m 耐震継手工（既設管径

250～600mm）119 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後３時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)又は(2)の要件を満たし、かつ、(3)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２５年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請と

して完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

(2) 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入している

こと。 

(3) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する(2)の場合については、協会等に加入していることを証明

する書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 
電話 ０４８－６４６－３２５５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４８７－１８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 浦和第１処理分区下水道工事（南建－Ｒ５－１０１３） 
工事場所 さいたま市緑区大字大門地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月８日まで 
概要 延長 644.34m 管きょ工 開削（管径 200mm、硬質塩ビ管）644.34m マンホール

工 組立１号マンホール 19 箇所 取付管工 10 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後３時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、西区又は北区に、本店を有して

いること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－９８５８－２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 （仮称）蓮沼下３号街区公園整備工事（第１期）（補） 
工事場所 さいたま市見沼区大字蓮沼地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月１２日まで 
概要 整備面積 4000 ㎡ 撤去工一式 公園土工一式 植栽工一式 給水設備工一式 

雨水排水設備工一式 汚水排水設備工一式 電気設備工一式 園路広場整備工一

式 施設整備工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後３時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 造園工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の造園工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番１号 

さいたま市都市局みどり公園推進部北部公園整備課 

電話 ０４８－６４６－３１７６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

さいたま市告示第１０８３号 
さいたま市の発注する「鴨川第１２処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１００１）」ほか４件の一

般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成



 

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工



 

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付するこ

と。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除

く。）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札

候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、

入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格を

もって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最

低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札

を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書



 

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 余裕期間を定めている場合の工事 

(1) 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

(2) 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２(3)に掲げる資格確認書類と併せて、工事

開始日通知書を提出すること。   

(3) 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手しては

ならない。 

(4) 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

(5) 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該

工事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない

者として取扱うものとする。   

(6) 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 



 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成



 

２４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２年さいたま市制定）及

び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 



 

 

別表  
  
 本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。なお、工事ごとに参加資格に定める
「所在地区分」が異なるため、確認のうえ入札に参加すること。 

 
対象工事 ア 鴨川第１２処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１００１） 

イ 岩槻第１－２処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１０１９） 

ウ 既存防火水槽長寿命化工事（Ｒ５） 

エ 暮らしの道路整備工事（市道２１５２９号線外２路線） 

オ 芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１０１１） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ、エ及びオの入札は無

効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ、エ及びオの入札は無効

とする。 

・対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エ及びオの入札は無効とす

る。 

・対象工事エの落札候補者が行った対象工事オの入札は無効とする。 

 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３８７－９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 鴨川第１２処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１００１） 
工事場所 さいたま市西区大字清河寺地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月８日まで 
概要 延長 527.5m 管きょ工 開削（φ200mm、硬質塩ビ管）527.5m マンホール工 

組立 0 号マンホール 2 箇所 組立 1 号マンホール 17 箇所 組立楕円マンホール

6 箇所 取付管工 取付管 39 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午前１０時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、浦和区又は緑区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３８７－１０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻第１－２処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１０１９） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字平林寺地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月８日まで 
概要 延長 505.9m 管きょ工 開削（φ200mm、硬質塩ビ管）505.9m マンホール工 

組立 1 号マンホール 12 箇所 組立楕円マンホール 1 箇所 小型マンホール 1 箇

所 取付管工 取付管 25 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午前１０時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は南区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４７６２－１７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 既存防火水槽長寿命化工事（Ｒ５） 
工事場所 さいたま市見沼区堀崎町地内外２か所 
履行期間 契約確定の日から令和６年２月２９日まで 
概要 既存防火水槽長寿命化工（見沼区堀崎町地内） 既存防火水槽補強工一式 付帯

工一式 仮設工一式 既存防火水槽長寿命化工（北区吉野町２丁目地内） 既存

防火水槽補強工一式 付帯工一式 仮設工一式 既存防火水槽長寿命化工（浦和

区皇山町地内） 既存防火水槽補強工一式 付帯工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午前１０時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、浦和区又は緑区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 

さいたま市消防局総務部消防施設課 

電話 ０４８－８３３－７９５４ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３５６－４０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 暮らしの道路整備工事（市道２１５２９号線外２路線） 
工事場所 さいたま市見沼区大字大谷地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月１５日まで 
概要 延長 350m 幅員 4.0～5.0m 舗装工 下層路盤 1310 ㎡ 上層路盤 1310 ㎡ 表

層 1320 ㎡ 排水構造物工 長尺Ｕ字溝 629m 集水桝 13 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午前１１時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以

下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は南区に、本店を

有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す

要件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事

完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回

っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準

とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件で

ある。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工

事ア、イ又はウの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延

期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」

の対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３８７－１１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１０１１） 
工事場所 さいたま市見沼区染谷３丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月３１日まで 
概要 延長 369.6m 管きょ工 開削（φ200、硬質塩ビ管）369.6m マンホール工 組

立 1 号マンホール 12 箇所 取付管工 取付管 9 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午前１１時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は桜区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア、イ、ウ又はエの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延

期又は中止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

さいたま市告示第１０８４号 
さいたま市の発注する「芝川右岸第６－２排水区下水道工事（南建－Ｒ５－２００６）」ほか４件

の一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成



 

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工



 

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付するこ

と。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除

く。）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札

候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、

入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格を

もって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最

低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札

を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書



 

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 余裕期間を定めている場合の工事 

(1) 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

(2) 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２(3)に掲げる資格確認書類と併せて、工事

開始日通知書を提出すること。   

(3) 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手しては

ならない。 

(4) 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

(5) 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該

工事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない

者として取扱うものとする。   

(6) 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 



 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成



 

２４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２年さいたま市制定）及

び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 



 

 

別表  
対象工事 ア 芝川右岸第６－２排水区下水道工事（南建－Ｒ５－２００６） 

イ 農業者トレーニングセンター管理地内外道路工事（その１） 

ウ 芝川右岸第７－２排水区下水道工事（南建－Ｒ５－２００７） 

エ 浦和第１処理分区下水道工事（南建－Ｒ５－１０１１） 

オ 歩道整備工事（一般県道蒲生岩槻線・Ｒ５釣上工区） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ、エ及びオの入札は無効

とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ、エ及びオの入札は無効とす

る。 

・対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エ及びオの入札は無効とする。 

・対象工事エの落札候補者が行った対象工事オの入札は無効とする。 

 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４８７－１５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川右岸第６－２排水区下水道工事（南建－Ｒ５－２００６） 
工事場所 さいたま市緑区宮本２丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月１２日まで 
概要 延長 103.6m 管きょ工 オープンシールド（□1100×1400）86.0m 開削（□

1100×1400）6.2m ＨＰ（φ600）10.2m 立坑工 2 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後２時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 

契約整理番号 ０５－４６５３－２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 農業者トレーニングセンター管理地内外道路工事（その１） 

工事場所 さいたま市緑区大字大崎地内 

履行期間 契約確定の日から令和６年３月１５日まで 

概要 延長 451.5m 幅員 11.37m 道路改良 道路土工一式 地盤改良工 2100 ㎥ 排水

構造物工 （側溝、街渠、管渠、BOX 暗渠）782m （集水桝、街渠桝）17 箇所 

構造物撤去工一式 舗装工一式 縁石工 878m 防護柵工、区画線工、道路付属

施設工一式 管路 管きょ工 ボックスカルバート（□2800×3400）19.9m 鉄

筋コンクリート（φ400、500）215m マンホール工 5 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 
令和５年７月１８日（火）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 
令和５年７月２０日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
令和５年７月２１日（金）午後２時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市経済局農業政策部農業政策課 

電話 ０４８－８２９－１３７６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４８７－１６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川右岸第７－２排水区下水道工事（南建－Ｒ５－２００７） 
工事場所 さいたま市緑区芝原３丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月１２日まで 
概要 延長 380.5m 管きょ工 低耐荷力管推進（φ200mm、塩ビ管）374.0m 開削（φ

200 ㎜、塩ビ管）6.5m 立坑工一式 マンホール工 組立１号マンホール 8 箇所 

現場打１号マンホール 6 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） １５１，７４５，０００円 

最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後２時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４４８７－１７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 浦和第１処理分区下水道工事（南建－Ｒ５－１０１１） 
工事場所 さいたま市緑区大字大門地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月１２日まで 
概要 延長 724.1m 管きょ工 開削（φ200mm、塩ビ管）441.5m 低耐荷力管推進（φ

200mm、塩ビ管）282.6m マンホール工 組立１号マンホール 6 箇所 現場打ち

２号マンホール 3 箇所 立坑工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後２時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

 

 
契約整理番号 ０５－４３５６－３９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 歩道整備工事（一般県道蒲生岩槻線・Ｒ５釣上工区） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字釣上地内外 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月１５日まで 
概要 延長 288m 道路土工一式 排水構造物工 側溝工 246m 構造物撤去工一式 地

盤改良工一式 舗装工 車道舗装工 2794 ㎡ 歩道舗装工 567 ㎡ 縁石工一式 

歩車道境界ブロック 298m 地先境界ブロック 239m 区画線工一式 道路付属施

設工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月１３日（木）午前９時から 

令和５年７月１８日（火）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１９日（水）午前９時から 

令和５年７月２０日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２１日（金）午後２時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以

下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す

要件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事

完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回

っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準

とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１８日（火） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件で

ある。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工

事ア、イ又はエの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延

期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」

の対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

さいたま市告示第１０８５号 
さいたま市の発注する「下水道事業実施設計業務（北建－Ｒ５－１０５）」の一般競争入札につい

て、次のとおり公告する。 

令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。）

を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にある

者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 



 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除

く。）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札



 

候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、

入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格を

もって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最

低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札

を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１

万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、業務ごとに別に定める。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項



 

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置す

ること。 

(8) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 

 



 

 

契約整理番号 ０５－４３８７－１２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 下水道事業実施設計業務（北建－Ｒ５－１０５） 
業務場所 さいたま市見沼区大和田町１丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和６年２月２９日まで 
概要 中大口径推進工法一式 開削工法（φ1200mm 未満）一式 測量業務 現地測量

一式 中心線測量 165m 

予定価格（税込） １７，０５０，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月 ６日（木）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１１日（火）午前９時から 

令和５年７月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１３日（木）午後２時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業務 建設コンサルタント／下水管渠 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 本公告日において、建設コンサルタント登録規程に基づく「下水道部門」の登録

があること。 

業務実績等 本公告日において、技術士法（昭和５８年法律第２５号）に基づく技術士のう

ち、「総合技術監理部門（上下水道／下水道）」又は「上下水道部門（下水道

）」の登録を受けている者が２人以上いること。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

業務実績等に規定する、技術士の登録を証明する書類の写し及び雇用関係を証す

る書類の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ５日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月１０日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当該

資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて提

出すること。 

業務担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 



 

さいたま市告示第１０８６号 
さいたま市の発注する「さいたま市立野田小学校外２校便所改修工事実施設計業務」ほか２件の一

般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 



 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補



 

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

 (2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以

上あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知す

る。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象業務については別表により定める。 

イ 一つの対象業務の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。

）がした当該対象業務の後に開札される他の対象業務の入札は無効とし、辞退したものとし

て取扱う。 

ウ 一つの対象業務の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者と

しない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業

務ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定

共同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注

図書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっ

ては書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに



 

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１

万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置す

ること。 

(7) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 



 

 

別表  
対象業務 ア さいたま市立野田小学校外２校便所改修工事実施設計業務 

イ さいたま市立植竹小学校外２校便所改修工事実施設計業務 

ウ さいたま市立馬宮東小学校外２校便所改修工事実施設計業務 

概要 ・対象業務アの落札候補者が行った対象業務イ及びウの入札は無効とす

る。 

・対象業務イの落札候補者が行った対象業務ウの入札は無効とする。 

 



 

 

契約整理番号 ０５－５２０９－３３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 さいたま市立野田小学校外２校便所改修工事実施設計業務 
業務場所 さいたま市緑区大字上野田１６番地外 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月２４日まで 
概要 （野田小学校）３４－１棟 改修延べ面積約 290 ㎡ ＲＣ造 地上４階建て １

階みんなのトイレ新設 ２階北側職員便所改修 外部・内部スロープ新設 工事

期間中の仮設便所設置検討 （川通小学校）改修延べ面積約 193 ㎡ １２棟 Ｒ

Ｃ造 地上３階建て １９棟 ＲＣ造 地上３階建て １２棟１階東側職員便所

改修 １９棟１階みんなのトイレ改修 工事期間中の仮設便所設置検討 （徳力

小学校）９－２棟 改修延べ面積約 126 ㎡ ＲＣ造 地上４階建て １階職員便

所改修 建築設計（実施設計） 設備設計（実施設計） 

予定価格（税込） １４，５０９，０００円  
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月 ７日（金）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１１日（火）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業務 建築関連コンサルタント／学校施設 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月６日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 ・設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当 

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて 

提出すること。 

・本業務に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

業務担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 



 

 

契約整理番号 ０５－５２０９－３５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 さいたま市立植竹小学校外２校便所改修工事実施設計業務 
業務場所 さいたま市北区植竹町２丁目１番地外 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月２４日まで 
概要 （植竹小学校）校舎１棟 改修延べ面積約 140 ㎡ ＲＣ造 地上３階建て １、

２階職員便所改修 １階みんなのトイレ、外部・内部スロープ新設 ２階シャワ

ー室改修 １階東側外部便所改修 工事期間中の仮設便所設置検討 （大砂土小

学校）校舎３０棟 改修延べ面積約 160 ㎡ ＲＣ造 地上４階建て １階みんな

のトイレ改修 工事期間中の仮設便所設置検討 （蓮沼小学校）校舎８－１棟 

改修延べ面積約 128 ㎡ ＲＣ造 地上４階建て 建築設計（実施設計） 設備設

計（実施設計） 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月 ７日（金）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１１日（火）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業務 建築関連コンサルタント／学校施設 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月６日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 ・設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当 

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて 

提出すること。 

・本業務に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

業務担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 



 

 

契約整理番号 ０５－５２０９－３４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 さいたま市立馬宮東小学校外２校便所改修工事実施設計業務 
業務場所 さいたま市西区大字西遊馬１８９番地１外 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月２４日まで 
概要 （馬宮東小学校）校舎１３棟 改修延べ面積約 106 ㎡ ＲＣ造 地上４階建て 

工事期間中の仮設便所設置検討 （日進北小学校）校舎１７－４棟 改修延べ面

積約 135 ㎡ ＲＣ造 地上３階建て １階南側職員便所改修 （大宮別所小学校

）校舎４－１棟 改修延べ面積約 144 ㎡ ＲＣ造 地上４階建て １階みんなの

トイレ新設 １階来客用便所改修 ２階職員用便所改修 建築設計（実施設計） 

設備設計（実施設計） 

予定価格（税込） １０，１５９，６００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年７月４日（火）午前９時から 

令和５年７月６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月 ７日（金）午前９時から 

令和５年７月１０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月１１日（火）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業務 建築関連コンサルタント／学校施設 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 
令和５年７月 ３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月６日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 ・設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当 

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて 

提出すること。 

・本業務に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象業務 
イの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する 
場合がある。 

業務担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 



 

さいたま市告示第１０８７号 

さいたま市の発注する「シビック住宅天沼外壁改修及び屋上防水改修工事」の特別簡易型総合評価

方式一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成



 

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 総合評価方式に関する事項 

 総合評価方式については次のとおりである。なお、落札者決定基準の詳細及び総合評価方式の実施

については、「さいたま市総合評価方式活用ガイドライン」（以下「総合評価方式ガイドライン」と

いう。）及び「総合評価方式に係る入札説明書」（以下「入札説明書」という。）による。 

 (1) 方式 

  特別簡易型 

 (2) 評価値の算出方法 

  除算方式 

３ 技術資料の提出及び審査 

(1) 自己採点申請書の技術評価点及び入札書に記載された金額を総合的に評価した評価値が最も

高い者（以下「第一順位者」という。）は工事ごとに定める入札説明書に基づき技術資料を作成

し、財政局契約管理部契約課（以下「契約課」という。）に提出すること。 

(2) (1)において、第一順位者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより第一順位者を

決定する。 

(3) 自己採点申請書及び技術資料の提出方法及び提出期間は、入札説明書に明記する。 

(4) 技術資料の審査及び技術評価点の算出は、入札説明書に基づき行い、第一順位者の順位に変

動が生じないときは、その者を落札候補者として通知する。 

(5) 工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」とい

う。）の制限の範囲を超えた価格をもって入札を行った者については、総合評価は行わない。ま

た、６に規定する低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると

認められた者については、総合評価は行わない。 

４ 入札参加資格の確認 

 (1) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める



 

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を契約課に提出しなければなら

ない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付するこ

と。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(2) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(1)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

５ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除

く。）に、４(1)及び(2)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札

候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、

新たな第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点を算出し、順位に変動がなけ



 

れば、その者を新たに落札候補者とする。 

(2) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(3) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、新たな第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点

を算出し、順位に変動がなければ、その者を新たに落札候補者とする。 

６ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格取扱要綱に基づく低入札

価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、第一順位者決定の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）の午後３時までに３(1)に掲げる技術資料並びに４(1)及び(2)に掲げる資格確認書類

と併せて次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 



 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、第一順位者決定の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)にお

いて提出された書類に基づく低入札価格調査、技術資料の審査及び技術評価点の算出及び入札参

加資格の確認を経て行う。低入札価格調査において、当該契約の内容に適合した履行がされない

おそれがあると認められた場合は、その者がした入札を失格とし総合評価を行わない。また、入

札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とする。 

７ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布（以下「設計図書等の閲覧等」と

いう。）の方法は工事ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

８ 余裕期間を定めている場合の工事 

(1) 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

(2) 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に４(1)に掲げる資格確認書類と併せて、工事

開始日通知書を提出すること。   

(3) 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手しては

ならない。 

(4) 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

(5) 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該

工事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない

者として取扱うものとする。   

(6) 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

９ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 



 

１０ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

１１ 入札の無効 

(1) さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第

１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

(2) 自己採点申請書及び技術資料の提出をしない者が行った入札は無効とする。 

１２ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載する配置予定技術者は同一の者とする。 

(8) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(9) 落札者は、技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該

工事に配置すること。 



 

(10) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、さいたま市建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、さいたま市建

設工事総合評価方式試行要綱（平成１８年さいたま市制定）、総合評価方式ガイドライン、さい

たま市総合評価方式実施マニュアル（入札参加者用）、さいたま市電子入札運用基準、さいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等

の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 



 

 
契約整理番号 ０５－４１５９－１ 
入札方法 一般競争入札（電子・特別簡易型総合評価方式） 
参加形態 単体企業 
工事名 シビック住宅天沼外壁改修及び屋上防水改修工事 
工事場所 さいたま市大宮区天沼町２丁目９１３番地４ 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月３１日まで 
概要 外壁改修工事 金属屋根カバー改修及び既存防水層の上、ウレタン塗膜防水 

予定価格（税込） 事後公表 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和５年７月１２日（水）午前９時から 

令和５年７月１４日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年７月１８日（火）午前９時から 

令和５年７月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年７月２０日（木）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ａ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年６月２６日（月）から 
入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書（シビッ

ク住宅天沼外壁改修及び屋上防水改修工事）.pdf」ファイルを参照すること。 
質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 

令和５年７月１１日（火）午後５時まで 
質問回答期日 令和５年７月１４日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」にお

ける対象工事（発注者指定方式）である。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



 

さいたま市告示第１０８８号 
さいたま市の発注する「一般国道４６３号越谷浦和バイパス鶴巻ランプ調整池築造工事（Ｒ５） 
（２債）」の総合評価方式一般競争入札について、次のとおり公告する。 
令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成



 

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 総合評価方式に関する事項 

 総合評価方式については次のとおりである。なお、落札者決定基準の詳細及び総合評価方式の実施

については、「さいたま市総合評価方式活用ガイドライン」（以下「総合評価方式ガイドライン」と

いう。）及び「総合評価方式に係る入札説明書」（以下「入札説明書」という。）による。 

 (1) 方式 

  簡易型（又は技術提案型） 

 (2) 評価値の算出方法 

  除算方式 

３ 入札参加資格の確認 

(1) 入札に参加しようとする者は、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争参加資格確

認申請書をシステムにおいて提出すること。 

(2) (1)の参加申請を行った者は、工事ごとに別に定める資格確認書類受付期間に、次に掲げる資

格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下「契約課」という。）に提出し、入札参加資格の確

認を受けなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者に係る雇用関係を証明できる書類（専任を要する主任技術者、専任

の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３

箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確

認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工



 

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付するこ

と。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(3) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(2)に掲げる資格確認書類と併

せて次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじに

して各構成員の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

(4) 入札参加資格確認の結果は、工事ごとに別に定める日にシステムにおいて通知する。入札参

加資格がない旨の確認通知にはその理由を示す。 

(5) 入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、入札参加資格の有無の再確認を契約課に求

めることができる。再確認の期間は工事ごとに別に定める。 

４ 技術資料等の提出及び審査 

(1) 入札に参加しようとする者は、工事ごとに定める入札説明書に基づき技術提案書又は技術資

料（以下「技術資料等」という。）を作成し、契約課に提出すること。 

(2) 技術資料等の提出方法及び提出期間は、入札説明書に明記する。 

(3) 技術資料等の審査及び技術評価点の算出は、入札説明書に基づき行う。 

５ 落札者の決定 

(1) 落札者は、４(3)により算出した技術評価点及び入札書に記載された金額を総合的に評価した

評価値が最も高い者とする。 

(2) 工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」とい

う。）の制限の範囲を超えた価格をもって入札を行った者については、総合評価は行わない。ま

た、６に規定する低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると

認められた者については、総合評価は行わない。 

(3) 評価値が最も高い者が２人以上あるときは、電子くじにより落札者を決定する。 



 

６ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査を経て行う。低入札価格調査において、当該契約の内容に

適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした入札を失格とし、総合

評価は行わない。 

(6) 低入札価格調査において、低価格入札者がさいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱



 

に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に

関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申

立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者としな

い。 

７ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布（以下「設計図書等の閲覧等」と

いう。）の方法は工事ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

８ 余裕期間を定めている場合の工事 

(1) 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

(2) 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に３(2)に掲げる資格確認書類と併せて、工事

開始日通知書を提出すること。   

(3) 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手しては

ならない。 

(4) 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

(5) 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該

工事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない

者として取扱うものとする。   

(6) 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

９ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

１０ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 



 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

１１ 入札の無効 

(1) さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第

１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

(2) 技術資料等の提出をしない者が行った入札は無効とする。 

１２ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 技術資料等及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載する配置予定技術者は同一の者とす

る。 

(8) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(9) 落札者は、技術資料等及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当

該工事に配置すること。 

(10) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事総合評価方式試行要綱（平成１８年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、さいたま

市建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、総合評価方式ガイドライン、

さいたま市総合評価方式実施マニュアル（入札参加者用）、さいたま市電子入札運用基準、さい

たま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）、さいたま市余裕



 

期間設定工事試行要領（令和２年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領

（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 



 

 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、１ページ目

です。）  
  

契約整理番号  ０５－４４５９－４  
入札方法  一般競争入札（電子・簡易型総合評価方式）  
参加形態  単体企業  
工事名  一般国道４６３号越谷浦和バイパス鶴巻ランプ調整池築造工事（Ｒ５）

（２債）  
工事場所  さいたま市緑区大字大門地内外  
履行期間  工事開始日から３８７日間  

工事開始期限日は、令和５年１１月２０日（月）  
概要  道路土工一式 調整池工 2 箇所 地盤改良工（中層混合処理）1396 ㎥ 

水路再設置工一式 付替水路工一式 仮設工一式 構造物撤去工一式 

舗装工 歩道舗装 670 ㎡ 管理用通路舗装 1920 ㎡ 防護柵工 立入防止

柵 324m 転落防止柵 190m 照明工 10 基 橋梁付属物工一式 

予定価格（税込）  事後公表  
調査基準価格  設定する（失格基準有）  
参加申請受付期間  令和５年６月３０日（金）午前９時から  

令和５年７月 ４日（火）午後５時まで  
資格確認書類受付期間  令和５年７月５日（水）から  

令和５年７月６日（木）まで  
各日、午前９時から午後４時まで  

資格確認結果通知期日  令和５年７月１０日（月）  
資格の有無の再確認期

間  
令和５年７月１０日（月）から  
令和５年７月１１日（火）まで  
各日、午前９時から午後４時まで  

入札書提出期間  令和５年７月１９日（水）午前９時から  
令和５年７月２０日（木）午後５時まで  

開札の場所及び日時  さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室  
令和５年７月２１日（金）午後１時３０分  

参
加
資
格 

名簿登載業種等  土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和５・６年度のさいたま市競争入札参加資格者名

簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載

された者であること。 

所在地区分  さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。  
施工実績等  本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が

６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通

知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類  

－  

設
計
図
書
等 

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和５年６月２６日（月）から 

入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書

（一般国道４６３号越谷浦和バイパス鶴巻ランプ調整池築造工事（Ｒ５

）（２債））.pdf」ファイルを参照すること。 

質問受付期間 令和５年６月２６日（月）午前９時から 

令和５年６月２９日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年７月４日（火） 



 

 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、２ページ目

です。）  
 
 

契約整理番号  ０５－４４５９－４  
保証金及び支払方法  入 札 保

証金  
免除  契 約 保

証金  
要  前金払  有  部分払  有  

その他  ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の

対象案件である。  
・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象

案件である。  
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金

等は契約日以降に請求できる。  
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。  
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定

型）」の対象案件である。  
工事担当課  さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号  

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課  
電話 ０４８－８４０－６２１１  

契約担当課  さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号  
さいたま市財政局契約管理部契約課  
電話 ０４８－８２９－１１８０  



さいたま市告示第１０８９号 

 家屋図面管理システムデータ移行業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法
施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年６月２６日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

家屋図面管理システムデータ移行業務 
⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４外 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

契約締結の日から令和５年９月２２日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以

下「名簿」という。）に業務「電算」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた
ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 平成３０年度以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種のイメージ管理シス
テムデータ移行業務に係る契約を締結し、誠実に履行した実績を持つ者であること。 

 ⑸ 本入札の競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出日において、一般財団法人日本情報経済社
会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付与認定又は情報セキュリティマ
ネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１）の認定を受けて
いる者であること。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局税務部固定資産税課 

担当 相川 電話 ０４８（８２９）１５７６ 



⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年７月１０日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から
午後４時まで） 

⑶ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
  令和５年７月３日（月）から令和５年７月１０日（月）まで（休日を除く午前９時から午後４

時まで） 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年７月１３日（木）午前９時から午後４時まで 

 ⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た
場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の
１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する
金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月１９日（水）午前１０時００分 



イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年７月１９日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

 ⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局税務部税制課 
電話 ０４８（８２９）１１６０ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

 ⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局税務部固定資産税課 
電話 ０４８（８２９）１５７６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
要 

⑶ 議決の要否 
否 

８ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ この業務委託契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局税務部固定資産税課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０９０号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 
  納期限変更告知書 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（６４６）３０４３ (省略) 

   



さいたま市告示第１０９１号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市南区別所一丁目１５１５番２、１５１７番２ 
⑵ 指定の年月日 令和５年６月２６日 
⑶ 指定の番号 第南２３−００８号 
⑷ 道路の幅員 ６．００ｍ 

 ⑸ 道路の延長 ２４．３６ｍ 
 

  



さいたま市告示第１０９２号 

さいたま市電子入札システム用機器等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方
自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき
公告する。 

令和５年６月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市電子入札システム用機器等賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

令和５年１０月 1 日から令和１０年９月３０日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）
（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登
載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 告示の日前過去５年間において国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と一契約で本案
件と同種かつ同規模以上の契約を締結し、納入した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 



さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

担当 契約管理係 電話 ０４８（８２９）１１７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年７月７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい
たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において
確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年７月１４日（金）午前９時から午後４時まで。なお、交付日時までに競争入札参加資
格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た
場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有するものが、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することがで
きない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（保守費用等、当該業務にかかる経費の全てを含む。）
１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該



金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の
１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月２１日（金）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟１階第２入札室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい
たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と
する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月２１日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま
市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部契約課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０９３号 

さいたま市第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定業務について、次のとおり一般競争
入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条
の６の規定に基づき公告する。 

令和５年６月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人     

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

契約締結の日から令和６年３月２２日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）に業
務「福祉計画」で登載されている者であること。 

２ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 次のいずれかに該当する者であること  

ア 本市または他の政令指定都市または他の中核市で過去１０年以内に本業務に類似する業務
の契約実績があり、かつ、履行した実績を有するものであること。 

イ 県内の他自治体で過去１０年以内に本業務に類似する業務の契約実績があり、かつ、履行
した実績を有するものであること。 

３ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において
確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 



ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

告示の日から令和５年７月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か
ら午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 ２Ｆ 

さいたま市福祉局長寿応援部高齢福祉課 

担当 古賀  電話 ０４８（８２９）１２５９ 

⑷ 提出方法 

郵送もしくは持参 

４ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

窓口交付または郵送 

⑵ 交付日時 

令和５年７月１４日（金） 

５ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の
１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する
金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月１８日（火）午後２時 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ さいたま市役所 ときわ会館 3 階第 3 会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３
年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月１８日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

５⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 



さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 ２Ｆ 

さいたま市福祉局長寿応援部高齢福祉課 

電話 ０４８（８２９）１２５９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

６ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

   否 

７ その他 

⑴  提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵  入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等の不明を理由として、異議を申し立てるこ
とはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市福祉局長寿応援部高齢福祉課及びホームページにおいて閲覧でき
る。 

  https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p096889.html 
⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p096889.html


さいたま市告示第１０９４号 
さいたま市指定管理者第三者評価・研修業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公
告する。 

令和５年６月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市指定管理者第三者評価・研修業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

契約締結の日から令和６年３月１８日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以
下「名簿」という。）に業務「検査・測定・調査」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 平成３０年度以降、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種業務を受託した実績を
有する者であること。 

⑸ 入札日において、さいたま市の公の施設の指定管理者として指定されている者でないこと。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書、仕様書等（以下
「入札説明書等」という。）を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部 

担当 公民連携推進担当 電話 ０４８（８２９）１１０６ 

⑵ 交付期間 



告示の日から令和５年７月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付方法 

ＣＤ−ＲＯＭ 

⑷ 交付費用 

無償 
４ 入札説明書等に関する質問及び回答 

入札説明書等の内容に関する質問がある場合は、次のとおり電子メールにより受け付けるものと
する。 

⑴ 受付先 

電子メールアドレス kaikaku@city.saitama.lg.jp 

⑵ 受付期間 

告示の日から令和５年７月５日（水）まで 

⑶ 質問に対する回答 

電子メールで入札参加者全員に令和５年７月１０日（月）までに随時回答する。なお、再質問
については実施しない。 

５ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和５年７月１２日（水）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０−９５８８ さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部行財政改
革推進部公民連携推進担当 

６ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

mailto:kaikaku@city.saitama.lg.jp


⑵ 交付日時 

令和５年７月１８日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、５の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た
場合のみ受け付けるものとする。 

７ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ
ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

８ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。入札金額は、当該業務に係る経費の全てを含めること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和５年７月２４日（月）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０−９５８８ さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部都市経営
戦略部分権・広域行政担当 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月３１日（月）午後１時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟２階第２会議室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３
年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月３１日（月）入札終了後、直ちに行う。(省略)イ 場所 

８⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに当該入札参加者にくじ



を引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部 

電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部 

電話 ０４８（８２９）１１０６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

９ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１０ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部及びホームページにおいて閲覧でき
る。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０９５号 
さいたま市指定管理者申請団体財務診断業務（単価契約）について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規
定に基づき公告する。 

令和５年６月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市指定管理者申請団体財務診断業務（単価契約） 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

契約締結の日から令和６年３月１８日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以
下「名簿」という。）に業務「その他」内の受注希望業務「不動産鑑定」又は「その他」で登載さ
れ、かつ、名簿に登載された主たる営業所又は代理人を置く営業所の所在地が本市内の者である
こと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、さいたま市の公の施設の指定管理者として指定されている者でないこと。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書、仕様書等（以下
「入札説明書等」という。）を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部 

担当 公民連携推進担当 電話 ０４８（８２９）１１０６ 

⑵ 交付期間 



告示の日から令和５年７月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付方法 

ＣＤ−ＲＯＭ 

⑷ 交付費用 

無償 
４ 入札説明書等に関する質問及び回答 

入札説明書等の内容に関する質問がある場合は、次のとおり電子メールにより受け付けるものと
する。 

⑴ 受付先 

電子メールアドレス kaikaku@city.saitama.lg.jp 

⑵ 受付期間 

告示の日から令和５年７月５日（水）まで 

⑶ 質問に対する回答 

電子メールで入札参加者全員に令和５年７月１０日（月）までに随時回答する。なお、再質問
については実施しない。 

５ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和５年７月１２日（水）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０−９５８８ さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部行財政改
革推進部公民連携推進担当 

６ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

mailto:kaikaku@city.saitama.lg.jp


⑵ 交付日時 

令和５年７月１８日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、５の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た
場合のみ受け付けるものとする。 

７ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、入札に参加できないものとす
る。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

８ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価で行う。入札金額は、当該業務に係る経費の全てを含めること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和５年７月２４日（月）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０−９５８８ さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部都市経営
戦略部分権・広域行政担当 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月３１日（月）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟２階第２会議室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、
さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免
除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月３１日（月）入札終了後、直ちに行う。(省略)イ 場所 

８⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札とすべき同額の入



札をした者が２者以上いるときは、直ちに当該入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。
この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する部署 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部 

電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

⑼ 業務を担当する部署 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部 

電話 ０４８（８２９）１１０６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

９ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい
たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１０ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部及びホームページにおいて閲覧でき
る。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 
 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０９６号 

令和５年度さいたま市国民健康保険税納税義務者に係る居住実態等の現地調査委託業務について、
次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」
という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年６月２７日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

令和５年度さいたま市国民健康保険税納税義務者に係る居住実態等の現地調査委託業務 
⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４外 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

契約締結の日から令和５年１０月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度競争入札参加資格者等名簿（業務委託）（以下「名簿」
という。）に業務「検査・測定・調査」又は業務「その他」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 国（独立行政法人を含む。）又は人口１０万人以上の地方自治体において、同種業務の契約を締
結し、誠実に履行した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市福祉局生活福祉部国保年金課 

担当 国保事業係 矢内 電話 ０４８（８２９）１２７６ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年７月１１日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 



⑶ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年７月１４日（金）午前９時から午後４時まで 

 ⑶ その他 
    郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する
金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月２１日（金）午後１時３０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟２階第３会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３
年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 



⑷ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月２１日（金）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

６⑵イに同じ 
⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 
さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市福祉局生活福祉部福祉総務課 
電話 ０４８（８２９）１２５２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市福祉局生活福祉部国保年金課 
電話 ０４８（８２９）１２７６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９３８ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
要 

⑶ 議決の要否 
否 

８ その他 
⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市福祉局生活福祉部国保年金課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

  

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０９７号 

さいたま市通所型短期集中予防サービス事業業務（見沼区南部圏域）について、次のとおり一般競
争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７
条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年６月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市通所型短期集中予防サービス事業業務（見沼区南部圏域） 

⑵ 履行場所 

さいたま市見沼区外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

契約締結日から令和６年３月２７日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以
下「名簿」という。）に業務「福祉サービス」内の受注希望業務「その他の福祉サービス」で登載
されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日において、さいたま市から第１号通所事業又は介護予防通所リハビリテーショ
ンの指定を受けている者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課 

担当 地域支援係 電話 ０４８（８２９）１２５７ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年７月６日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい



たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

  ３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年７月１０日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た
場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の
１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する
金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月１２日（水）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３



年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年７月１２日（水）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

６⑵イに同じ 
⑸ 最低制限価格 

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市福祉局長寿応援部高齢福祉課 

電話 ０４８（８２９）１２５９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課 

電話 ０４８（８２９）１２５７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

 ⑶ 議決の要否 

   否 

８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課及びホームページにおいて閲
覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１０９８号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和５年６月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市桜区田島四丁目１３７２番１ 
⑵ 指定の年月日 令和５年６月２７日 
⑶ 指定の番号 第南２３−００９号 
⑷ 道路の幅員 ４．００ｍ 

 ⑸ 道路の延長 ３０．６４ｍ 
 

 
  



さいたま市告示第１０９９号 

 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第５６号）附則第５条の規定によ
り、農用地利用集積計画を定めたので、別紙のとおり公告します。 
  令和５年６月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人  
別紙のとおり（別紙省略） 

  



 

さいたま市告示第１１００号 

 さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業要綱の一部を改正する

告示を次のように定める。 

  

  令和５年６月２７日 

 

              さいたま市長 清 水 勇 人 

 



 

 

さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業要綱の一部を改正する告示 

さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業要綱（平成１９年さいたま市告示第３３

０号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

目次 

第１章～第３章 ［略］  

第４章 補則（第５５条―第６３条） 

附則 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市民が安心して生活できるよ 

う、地震災害に強いまちづくりを推進するため、 

市内における既存建築物の耐震診断、耐震補強設 

計、耐震補強工事又は建替え工事を実施する当該 

建築物の所有者等に対し、建築物の耐震改修の促 

進に関する法律（平成７年法律第１２３号。以下 

「耐震改修促進法」という。）第６条第１項の規 

定により定めるさいたま市建築物耐震改修促進計 

画（次条において単に「さいたま市建築物耐震改 

修促進計画」という。）に基づき、助成金を交付 

することについて、さいたま市補助金等交付規則 

（平成１３年さいたま市規則第５９号）に規定す 

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

目次 

第１章～第３章 ［略］  

第４章 補則（第５５条―第６２条） 

附則 

 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、市民が安心して生活できるよ 

う、地震災害に強いまちづくりを推進するため、 

市内における既存建築物の耐震診断、耐震補強設 

計、耐震補強工事又は建替え工事を実施する当該 

建築物の所有者等に対し、建築物の耐震改修の促 

進に関する法律（平成７年法律第１２３号。以下 

「耐震改修促進法」という。）第６条第１項の規 

定により定めるさいたま市建築物耐震改修促進計 

画に基づき、助成金を交付することについて、さ 

いたま市補助金等交付規則（平成１３年さいたま 

市規則第５９号）に規定するもののほか、必要な 

事項を定めるものとする。 

 

（定義） （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるとおりとする。 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるとおりとする。 

 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 

⑺ 耐震診断義務化建築物（沿道建築物） 耐震 

改修促進法第７条第３号に規定する建築物のう 

ち、その敷地が耐震改修促進法第６条第３項第 

１号の規定によりさいたま市建築物耐震改修促 

進計画に記載された道路に接する建築物をいう。

⑺ 耐震化促進建築物 耐震改修促進法第１４条 

第３号に規定する建築物のうち、その敷地に接 

する道路が埼玉県建築物耐震改修等補助制度要 

綱に規定する重点２３路線（本市域に係る路線 

に限る。）である建築物で、３以上の階数を有 

する木造以外のものをいう。 

  

 （助成対象建築物） （助成対象建築物） 

第３条 耐震診断又はマンション簡易診断（以下こ 第３条 耐震診断又はマンション簡易診断（以下こ 



 

 

 れらを「耐震診断等」という。）の助成の対象と 

 なる建築物は、昭和５６年５月３１日以前に工事 

 に着手し、建築されたもの（以下「旧耐震建築物 

 」という。）で、次に掲げるものとする。 

 れらを「耐震診断等」という。）の助成の対象と 

 なる建築物は、昭和５６年５月３１日以前に工事 

 に着手し、建築されたもの（以下「旧耐震建築物 

」という。）で、次に掲げるものとする。 

 ⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 耐震改修促進法第１４条第１号に掲げる施設

の用に供する建築物で市長が別に定める規模以

上のもの（共同住宅等に該当するものを除く。

以下「民間特定建築物」という。） 

 ⑶ 耐震改修促進法第１４条第１号に規定する特 

  定既存耐震不適格建築物（共同住宅等に該当す 

るものを除く。以下この章において「民間特定 

建築物」という。） 

 ⑷ ［略］  ⑷ ［略］ 

 ⑸ 耐震診断義務化建築物（沿道建築物） 

 

 

 （助成金の額） （助成金の額） 

第６条 耐震診断に係る助成金の額は、次に定める 

 額とする。 

第６条 耐震診断に係る助成金の額は、次に定める 

額とする。 

 ⑴ 戸建て住宅（耐震診断義務化建築物（沿道建 

築物）に該当するものを除く。）の場合は、１ 

棟につき耐震診断に要した額。ただし、６万６ 

，０００円を限度とする。 

 ⑴ 戸建て住宅の場合は、１棟につき耐震診断に 

要した額。ただし、６万６，０００円（耐震化 

促進建築物に該当する戸建て住宅の場合は、床 

面積１，０００平方メートル以下の部分は１平 

方メートルにつき３，６７０円を、床面積１， 

０００平方メートルを超えて２，０００平方メ 

ートル以下の部分は１平方メートルにつき１， 

５７０円を、床面積２，０００平方メートルを 

超える部分は１平方メートルにつき１，０５０ 

円を、それぞれ当該部分の床面積に乗じた額を 

合計した額）を限度とする。 

 ⑵ 共同住宅等（耐震診断義務化建築物（沿道建 

築物）に該当するものを除く。）の場合は、１ 

棟につき耐震診断に要した費用（床面積１，０ 

００平方メートル以下の部分は１平方メートル 

につき３，６７０円を、床面積１，０００平方 

メートルを超えて２，０００平方メートル以下 

の部分は１平方メートルにつき１，５７０円を、

床面積２，０００平方メートルを超える部分は 

１平方メートルにつき１，０５０円を、それぞ 

れ当該部分の床面積に乗じた額を合計した額を 

限度とする。ただし、設計図書の復元、公的機 

関等の判定その他の通常の耐震診断に要する費 

用以外の費用を要する場合は、１，５７０，０ 

００円を限度として加算することができる。以 

下この項において同じ。）の３分の２に相当す 

る額。ただし、木造の場合は、住宅の戸数に５ 

万円を乗じた額を限度とする。 

⑵ 共同住宅等の場合は、１棟につき耐震診断に 

要した費用（床面積１，０００平方メートル以 

下の部分は１平方メートルにつき３，６７０円 

を、床面積１，０００平方メートルを超えて２ 

，０００平方メートル以下の部分は１平方メー 

トルにつき１，５７０円を、床面積２，０００ 

平方メートルを超える部分は１平方メートルに 

つき１，０５０円を、それぞれ当該部分の床面 

積に乗じた額を合計した額を限度とする。以下 

この項において同じ。）の３分の２（耐震化促 

進建築物に該当する共同住宅等の場合は、耐震 

診断に要した費用）に相当する額。ただし、木 

造の場合は、住宅の戸数に５万円を乗じた額を 

限度とする。 

 ⑶ 民間特定建築物（耐震診断義務化建築物（沿 

道建築物）に該当するものを除く。）の場合は、

１棟につき耐震診断に要した費用の３分の２に 

相当する額。ただし、３００万円を限度とする。

 ⑶ 民間特定建築物（次号に規定するものを除く。

）の場合は、１棟につき耐震診断に要した費用 

の３分の２に相当する額。ただし、３００万円 

を限度とする。 

  ⑷ 耐震化促進建築物に該当する民間特定建築物 

の場合は、１棟につき耐震診断に要した費用に 



 

 

相当する額。ただし、１，０００万円を限度と 

する。 

⑷ 小規模建築物（耐震診断義務化建築物（沿道 

建築物）に該当するものを除く。）の場合は、 

１棟につき耐震診断に要した費用の３分の２に 

相当する額。ただし、１２０万円を限度とする。

⑸ 小規模建築物（次号に規定するものを除く。 

）の場合は、１棟につき耐震診断に要した費用 

の３分の２に相当する額。ただし、１２０万円 

を限度とする。 

⑸ 耐震診断義務化建築物（沿道建築物）の場合 

は、１棟につき耐震診断に要した費用に相当す 

る額 

⑹ 耐震化促進建築物に該当する小規模建築物の 

場合は、１棟につき耐震診断に要した費用に相 

当する額。ただし、１，０００万円を限度とす 

る。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

 

 （助成金交付申請） 

第７条 耐震診断等に係る助成金の交付を受けよう 

とする者（以下「耐震診断等申請者」という。） 

は、耐震診断等の実施前に、耐震診断等助成金交 

付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付 

して、市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑺ ［略］ 

 ⑻ 耐震診断義務化建築物（沿道建築物）の場合 

においては、当該建築物の各部分の高さ並びに 

その敷地に接する道路の位置、幅員及び高さが 

確認できる立面図等 

 ⑼ ［略］ 

２ ［略］ 

 

（助成金交付申請） 

第７条 耐震診断等に係る助成金の交付を受けよう 

とする者（以下「耐震診断等申請者」という。） 

は、耐震診断等の実施前に、耐震診断等助成金交 

付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付 

して、市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑺ ［略］ 

⑻ 耐震化促進建築物の場合においては、当該耐 

震化促進建築物の各部分の高さ並びにその敷地 

に接する道路の位置、幅員及び高さが確認でき 

る立面図等 

⑼ ［略］ 

２ ［略］ 

 

 （助成対象建築物） （助成対象建築物） 

第１３条 耐震補強設計の助成の対象となる建築物 

は、旧耐震建築物であり、かつ、耐震診断を実施 

した結果、地震に対して安全な構造でないと判定 

された建築物で、次に掲げるものとする。 

第１３条 耐震補強設計の助成の対象となる建築物 

は、旧耐震建築物であり、かつ、耐震診断を実施 

した結果、地震に対して安全な構造でないと判定 

された建築物で、次に掲げるものとする。 

 ⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

  ⑶ 耐震改修促進法附則第３条に規定する要緊急 

安全確認大規模建築物（以下「要緊急安全確認 

大規模建築物」という。） 

⑶ 民間特定建築物で、市長が別に定める基準に 

該当するもの 

⑷ 耐震改修促進法第１４条第１号に規定する特 

定既存耐震不適格建築物（要緊急安全確認大規 

模建築物又は共同住宅等に該当するものを除く。

以下「民間特定建築物」という。）の用途で、 

市長が別に定める基準に該当するもの 

⑷ ［略］ ⑸ ［略］ 

  

 （助成対象耐震補強設計）  （助成対象耐震補強設計） 

第１４条 助成の対象となる耐震補強設計は、次に

掲げる要件を満たすものとする。 

第１４条 助成の対象となる耐震補強設計は、次に 

掲げる要件を満たすものとする。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 共同住宅等（前号に掲げるものを除く。）、 

民間特定建築物及び小規模建築物（前号に掲げ 

るものを除く。）の場合は、建築士が行うもの 

⑶ 共同住宅等（前号に掲げるものを除く。）、 

要緊急安全確認大規模建築物、民間特定建築物 

及び小規模建築物（前号に掲げるものを除く。 



 

 

であり、かつ、耐震補強設計の実施後、当該耐 

震補強設計が適正に行われたかどうかを確認す 

るために公的機関等の判定を受けるものである 

こと。 

）の場合は、建築士が行うものであり、かつ、 

耐震補強設計の実施後、当該耐震補強設計が適 

正に行われたかどうかを確認するために公的機 

関等の判定を受けるものであること。 

  

 （助成金の額）  （助成金の額） 

第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］ 

２ 民間特定建築物又は小規模建築物の耐震補強設 

計に係る助成金の額は、次に定める額とする。 

２ 要緊急安全確認大規模建築物、民間特定建築物 

又は小規模建築物の耐震補強設計に係る助成金の 

額は、次に定める額とする。 

⑴ 民間特定建築物の場合は、１棟につき耐震補 

強設計に要した費用の３分の２に相当する額（ 

１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）。 

ただし、３００万円を限度とする。 

⑴ 要緊急安全確認大規模建築物又は民間特定建 

築物の場合は、１棟につき耐震補強設計に要し 

た費用の３分の２に相当する額（１，０００円 

未満の端数は、切り捨てる。）。ただし、３０ 

０万円を限度とする。 

 ⑵ ［略］  ⑵ ［略］ 

  

（実績報告） （実績報告） 

第２０条 耐震補強設計助成対象者は、耐震補強設 

計の完了後速やかに、耐震補強設計実績報告書（ 

様式第１３号）に次に掲げる書類を添付して、市 

長に報告しなければならない。 

第２０条 耐震補強設計助成対象者は、耐震補強設 

計の完了後速やかに、耐震補強設計実績報告書（ 

様式第１３号）に次に掲げる書類を添付して、市 

長に報告しなければならない。 

 ⑴～⑸ ［略］ ⑴～⑸ ［略］ 

⑹ 共同住宅等（木造のものを除く。）、民間特 

定建築物及び小規模建築物（木造のものを除く。

）の場合は、公的機関等の判定の結果が記載さ 

れた書類の写し 

⑹ 共同住宅等（木造のものを除く。）、要緊急 

安全確認大規模建築物、民間特定建築物及び小 

規模建築物（木造のものを除く。）の場合は、 

公的機関等の判定の結果が記載された書類の写 

し 

 ⑺ ［略］  ⑺ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （助成対象建築物） （助成対象建築物） 

第２３条 耐震補強工事の助成の対象となる建築物 

は、旧耐震建築物であり、かつ、耐震診断を実施 

した結果、地震に対して安全な構造でないと判定 

されたことにより耐震補強設計を実施した建築物 

で、次に掲げるものとする。 

第２３条 耐震補強工事の助成の対象となる建築物 

は、旧耐震建築物であり、かつ、耐震診断を実施 

した結果、地震に対して安全な構造でないと判定 

されたことにより耐震補強設計を実施した建築物 

で、次に掲げるものとする。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

  ⑶ 要緊急安全確認大規模建築物 

⑶ 民間特定建築物で、市長が別に定める基準に 

該当するもの 

⑷ 民間特定建築物の用途で、市長が別に定める 

基準に該当するもの 

 ⑷ ［略］ ⑸ ［略］ 

  

 （助成金の額） （助成金の額） 

第２６条 ［略］ 第２６条 ［略］ 

２ 民間特定建築物又は小規模建築物の耐震補強工 

事に係る助成金の額は、次に定める額とする。 

２ 要緊急安全確認大規模建築物、民間特定建築物 

又は小規模建築物の耐震補強工事に係る助成金の 

額は、次に定める額とする。 



 

 

⑴ 民間特定建築物の場合は、１棟につき耐震補 

強工事に要した費用（延べ面積に床面積１平方 

メートルにつき５万１，２００円（非木造で第 

３４条第１号に該当する場合は５万６，３００ 

円）を乗じた額を限度とする。）の３分の１（ 

緊急輸送道路閉塞建築物に該当する民間特定建 

築物の場合は、耐震補強工事に要した費用の３ 

分の２）に相当する額及び工事監理に要する費 

用の３分の２に相当する額を合計した額。ただ 

し、１，５００万円（救急病院等を定める省令 

（昭和３９年厚生省令第８号）第２条の規定に 

より告示された病院若しくは診療所又は緊急輸 

送道路閉塞建築物に該当する民間特定建築物の 

場合は４，５００万円）から第２１条の規定に 

より確定した耐震補強設計に係る助成金の額を 

減じた額を限度とする。 

⑴ 要緊急安全確認大規模建築物又は民間特定建 

築物の場合は、１棟につき耐震補強工事に要し 

た費用（延べ面積に床面積１平方メートルにつ 

き５万１，２００円（非木造で第３４条第１号 

に該当する場合は５万６，３００円）を乗じた 

額を限度とする。）の３分の１（緊急輸送道路 

閉塞建築物に該当する要緊急安全確認大規模建 

築物又は民間特定建築物の場合は、耐震補強工 

事に要した費用の３分の２）に相当する額及び 

工事監理に要する費用の３分の２に相当する額 

を合計した額。ただし、１，５００万円（救急 

病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８ 

号）第２条の規定により告示された病院若しく 

は診療所又は緊急輸送道路閉塞建築物に該当す 

る要緊急安全確認大規模建築物若しくは民間特 

定建築物の場合は４，５００万円）から第２１ 

条の規定により確定した耐震補強設計に係る助 

成金の額を減じた額を限度とする。 

 ⑵ ［略］  ⑵ ［略］ 

３ ［略］ ３ ［略］ 

  

 （助成対象建築物） （助成対象建築物） 

第３４条 建替え工事の助成の対象となる建築物は、

次に掲げる要件を満たすものとする。 

第３４条 建替え工事の助成の対象となる建築物は、

次に掲げる要件を満たすものとする。 

 ⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

 ⑵ 次のいずれかに該当するもの ⑵ 次のいずれかに該当するもの 

  ア・イ ［略］   ア・イ ［略］ 

  ウ 要緊急安全確認大規模建築物 

ウ 民間特定建築物で、市長が別に定める基準 

に該当するもの 

エ 民間特定建築物の用途で、市長が別に定め 

る基準に該当するもの 

  エ ［略］ オ ［略］ 

  

（助成対象建替え工事） （助成対象建替え工事） 

第３５条 助成の対象となる建替え工事は、前条第 

２号ア又はイに該当するものにあってはそれぞれ 

同一の用途に供するもの、同号ウ又はエに該当す 

るものにあっては同号ア及びイ以外の用途に供す 

るものを建築するものとする。 

第３５条 助成の対象となる建替え工事は、前条第 

２号ア又はイに該当するものにあってはそれぞれ 

同一の用途に供するもの、同号ウからオまでに該 

当するものにあっては同号ア及びイ以外の用途に 

供するものを建築するものとする。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

（助成金の額） （助成金の額） 

第３７条 建替え工事に係る助成金の額は、次に定 

める額とする。 

第３７条 建替え工事に係る助成金の額は、次に定 

める額とする。 

 ⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 民間特定建築物の場合は、１棟につき建替え 

工事に要した費用（建替え工事前の延べ面積に 

床面積１平方メートルにつき５万１，２００円 

（非木造の場合は５万６，３００円）を乗じた 

⑶ 要緊急安全確認大規模建築物又は民間特定建 

築物の場合は、１棟につき建替え工事に要した 

費用（建替え工事前の延べ面積に床面積１平方 

メートルにつき５万１，２００円（非木造の場 



 

 

額を限度とする。）の１００分の２３．０（緊 

急輸送道路閉塞建築物に該当する民間特定建築 

物の場合は、建替え工事に要した費用の３分の 

１）に相当する額。ただし、６５０万円（救急 

病院等を定める省令第２条の規定により告示さ 

れた病院又は診療所にあっては、２，０００万 

円）から第２１条の規定により確定した耐震補 

強設計に係る助成金の額を減じた額（緊急輸送 

道路閉塞建築物に該当する民間特定建築物の場 

合は、前号イただし書に定める額）を限度とす 

る。 

合は５万６，３００円）を乗じた額を限度とす 

る。）の１００分の２３．０（緊急輸送道路閉 

塞建築物に該当する要緊急安全確認大規模建築 

物又は民間特定建築物の場合は、建替え工事に 

要した費用の３分の１）に相当する額。ただし、

６５０万円（救急病院等を定める省令第２条の 

規定により告示された病院又は診療所にあって 

は、２，０００万円）から第２１条の規定によ 

り確定した耐震補強設計に係る助成金の額を減 

じた額（緊急輸送道路閉塞建築物に該当する要 

緊急安全確認大規模建築物又は民間特定建築物 

の場合は、前号イただし書に定める額）を限度 

とする。 

 ⑷ ［略］  ⑷ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （助成対象建築物） （助成対象建築物） 

第４５条 除却工事の助成の対象となる建築物は、 

旧耐震建築物であり、かつ、耐震診断を実施した 

結果、地震に対して安全な構造でないと判定され 

た緊急輸送道路閉塞建築物で、次に掲げるものと 

する。 

第４５条 除却工事の助成の対象となる建築物は、 

旧耐震建築物であり、かつ、耐震診断を実施した 

結果、地震に対して安全な構造でないと判定され 

た緊急輸送道路閉塞建築物で、次に掲げるものと 

する。 

 ⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

  ⑶ 要緊急安全確認大規模建築物 

⑶ 民間特定建築物で、市長が別に定める基準に 

該当するもの 

⑷ 民間特定建築物の用途で、市長が別に定める 

基準に該当するもの 

 ⑷ ［略］ ⑸ ［略］ 

  

（助成金の額） （助成金の額） 

第４８条 除却工事に係る助成金の額は、次の各号 

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額を限 

度として、１棟につき除却工事に要した費用の３ 

分の１に相当する額（１，０００円未満の端数は、

切り捨てる。）とする。ただし、第２１条の助成 

金の額が確定している場合は、当該助成金の額を 

減じた額とする。 

第４８条 除却工事に係る助成金の額は、次の各号 

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額を限 

度として、１棟につき除却工事に要した費用の３ 

分の１に相当する額（１，０００円未満の端数は、

切り捨てる。）とする。ただし、第２１条の助成 

金の額が確定している場合は、当該助成金の額を 

減じた額とする。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ マンション又は民間特定建築物 １，５００ 

万円 

⑶ マンション、要緊急安全確認大規模建築物又 

は民間特定建築物 １，５００万円 

  

（助成の制限） （助成の制限） 

第５５条 助成金の交付は、建築物１棟につき、耐 

震診断、マンション簡易診断及び耐震補強設計に 

あってはそれぞれ１回限りとし、耐震補強工事、 

建替え工事及び除却工事にあってはいずれか１回 

限りとする。 

第５５条 助成金の交付は、建築物１棟につき、耐 

震診断、マンション簡易診断、耐震補強設計、耐 

震補強工事、建替え工事及び除却工事それぞれ１ 

回限りとする。 

２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 

  



 

 

（電子情報処理組織による申請等）  

第６０条 電子情報処理組織（市の機関の使用に係 

る電子計算機と申請又は届出を行う者の使用に係 

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情 

報処理組織をいう。）を使用する方法により申請 

等（申請、届出その他のこの要綱の規定に基づき 

市の機関に対して行われる通知をいう。）を行う 

場合については、さいたま市情報通信技術を活用 

した行政の推進に関する条例（平成１８年さいた 

ま市条例第６６号）及びさいたま市情報通信技術 

を活用した行政の推進に関する条例施行規則（平 

成１８年さいたま市規則第１５４号）の例による。

 

  

第６１条 ［略］ 第６０条 ［略］ 

  

第６２条 ［略］ 第６１条 ［略］ 

  

第６３条 ［略］ 第６２条 ［略］ 

  

様式第１号（第７条関係） 様式第１号（第７条関係） 

（第１面）  

耐震診断等助成金交付申請書 耐震診断等助成金交付申請書 

 ［略］  ［略］ 

１・２ ［略］ １・２ ［略］ 

 ３ 添付書類 

□ 建物の全部事項証明書又は建築時期及び所有 

者が確認できる書類 

 □ 配置図、各階平面図（建築物の位置及び面積 

を表示すること。） 

 □ 法人の登記事項証明書（建築物の所有者が法 

人の場合に限る。） 

 □ 区分所有者の代表の者が確認できる書類（区 

分所有建築物に限る。） 

 □ 所有者以外の者が申請する場合は、所有者と 

２親等以内の関係であることが確認できる書類 

（戸建て住宅及び共同住宅等の場合に限る。） 

 □ 耐震診断等に要する費用の見積書の写し 

 □ 耐震診断等の実施について、所有者の合意が 

あることを証する書類（戸建て住宅は除く。） 

 □ 耐震化促進建築物の場合においては、当該耐 

震化促進建築物の各部分の高さ並びにその敷地 

に接する道路の位置、幅員及び高さが確認でき 

る立面図等 

 注 

（第２面） 

３ 添付書類 

 

 □ 建物の全部事項証明書又は建築時期及び所有 

者が確認できる書類 

 □ 配置図、各階平面図（建築物の位置及び面積 

  



 

 

を表示すること。） 

 □ 法人の登記事項証明書（建築物の所有者が法 

人の場合に限る。） 

 □ 区分所有者の代表の者が確認できる書類（区 

分所有建築物に限る。） 

 □ 所有者以外の者が申請する場合は、所有者と 

２親等以内の関係であることが確認できる書類 

（戸建て住宅及び共同住宅等の場合に限る。） 

 □ 耐震診断等に要する費用の見積書の写し 

 □ 耐震診断等の実施について、所有者の合意が 

あることを証する書類（戸建て住宅の場合を除 

く。） 

□ 耐震診断義務化建築物（沿道建築物）の場合 

においては、当該建築物の各部分の高さ並びに 

その敷地に接する道路の位置、幅員及び高さが 

確認できる立面図等 

 

□ 消費税等仕入控除不適用申出書（様式第２７ 

号）（当該助成対象事業に要した費用が消費税 

法の規定による仕入れに係る消費税額の控除を 

受けない場合に限る。） 

 

 注  

  

様式第９号（第１７条関係） 様式第９号（第１７条関係） 

（第１面） （第１面） 

耐震補強設計助成金交付申請書 耐震補強設計助成金交付申請書 

 ［略］  ［略］ 

１～３ ［略］ １～３ ［略］ 

（第２面） （第２面） 

４ 添付図書 ４ 添付図書 

 ［略］  ［略］ 

書類            分類  

 ［略］ 

耐震診断に係る公的機関等の判定の

結果が記載された書類の写し（戸建

て住宅、木造の共同住宅等及び木造

の小規模建築物を除く。） 

 

［略］ 

消費税等仕入控除不適用申出書（様

式第２７号）（当該助成対象事業に

要した費用が消費税法の規定による

仕入れに係る消費税額の控除を受け

ない場合に限る。） 

□ 

 ［略］ 
 

書類            分類  

 ［略］ 

耐震診断に係る公的機関等の判定の

結果が記載された書類の写し（戸建

て住宅、木造の共同住宅等及び木造

の小規模建築物を除く。） 

 

 

 

 

 

 

［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 

  

様式第１４号の２（第２７条関係） 様式第１４号の２（第２７条関係） 

（第１面） （第１面） 

耐震補強工事助成金交付申請書 耐震補強工事助成金交付申請書 



 

 

［略］ ［略］ 

１～４ ［略］ １～４ ［略］ 

（第２面） （第２面） 

５ ［略］ ５ ［略］ 

６ 添付図書 ６ 添付図書 

 ［略］  ［略］ 

書類            分類  

 ［略］ 

耐震診断に係る公的機関等の判定の

結果が記載された書類の写し（戸建

て住宅、木造の共同住宅等及び木造

の小規模建築物を除く。） 

 ［略］ 

消費税等仕入控除不適用申出書（様

式第２７号）（当該助成対象事業に

要した費用が消費税法の規定による

仕入れに係る消費税額の控除を受け

ない場合に限る。） 

□△ 

 ［略］ 
 

書類            分類  

［略］ 

耐震診断に係る公的機関等の判定の

結果が記載された書類の写し（戸建

て住宅、木造の共同住宅等及び木造

の小規模建築物を除く。） 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 

  

様式第１６号（第３８条関係） 様式第１６号（第３８条関係） 

（第１面） （第１面） 

建替え工事助成金交付申請書 建替え工事助成金交付申請書 

 ［略］  ［略］ 

１～４ ［略］ １～４ ［略］ 

（第２面） （第２面） 

５ ［略］ ５ ［略］ 

６ 添付書類 ６ 添付書類 

［略］ ［略］ 

□ 耐震診断に係る公的機関等の判定の結果が記 

載された書類の写し（戸建て住宅、木造の共同 

住宅等及び木造の小規模建築物を除く。） 

□ 耐震診断に係る公的機関等の判定の結果が記 

載された書類の写し（戸建て住宅、木造の共同 

住宅等及び木造の小規模建築物を除く。） 

□ 消費税等仕入控除不適用申出書（様式第２７ 

号）（当該助成対象事業に要した費用が消費税 

法の規定による仕入れに係る消費税額の控除を 

受けない場合に限る。） 

 

［略］ ［略］ 

  

様式第２２号（第４９条関係） 様式第２２号（第４９条関係） 

（第１面） （第１面） 

除却工事助成金交付申請書 除却工事助成金交付申請書 

 ［略］  ［略］ 

１～４ ［略］ １～４ ［略］ 

（第２面） （第２面） 

５ ［略］ ５ ［略］ 

６ 添付書類 ６ 添付書類 



 

 

［略］ ［略］ 

□ 耐震診断に係る公的機関等の判定の結果が記 

載された書類の写し（戸建て住宅、木造の共同 

住宅等及び木造の小規模建築物を除く。） 

□ 耐震診断に係る公的機関等の判定の結果が記 

載された書類の写し（戸建て住宅、木造の共同 

住宅等及び木造の小規模建築物を除く。） 

□ 消費税等仕入控除不適用申出書（様式第２７ 

号）（当該助成対象事業に要した費用が消費税 

法の規定による仕入れに係る消費税額の控除を 

受けない場合に限る。） 

 

［略］ ［略］ 

  

  附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和５年７月５日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後のさいたま市既存建築物耐震補強等助成事業要綱の規定は、 

この告示の施行の日以後の申請に係る助成金の交付について適用し、同日前の申請 

に係る助成金の交付については、なお従前の例による。 

 



 

 

さいたま市告示第１１０１号 
 令和５年６月５日さいたま市告示第９９０号及び令和５年６月１２日さいたま市告示第１０２１号にお

いて公告した一般競争入札について、次のとおり入札を中止したので、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第１４条第２項の規定により公示する。 
 また、中止に伴い地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により令

和５年６月５日さいたま市告示第９９０号及び令和５年６月１２日さいたま市告示第１０２１号を次のと

おり変更する。 
 
  令和５年６月２７日 

 
                          さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 中止とした一般競争入札 
⑴ 契約整理番号 ０５－５５５３－４ 

工事名 西浦和公民館大規模改修（建築）工事 
工事場所 さいたま市南区曲本２丁目７番１１号 

⑵ 契約整理番号 ０５－５５５３－５ 
工事名 西浦和公民館大規模改修（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市南区曲本２丁目７番１１号 

 
２ 中止とした理由 
「西浦和公民館大規模改修（機械設備）工事」が不調となったため。 
 

３ 変更する一般競争入札及び変更箇所 
⑴ さいたま市告示第９９０号 

ア 別表の変更内容 
（ア）変更前      

対象工事 ア 西浦和公民館大規模改修（建築）工事 

イ 大宮南公民館大規模改修（建築）工事 

概要 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イの入札は無効とする。 

（イ）変更後 

別表削除 
 

⑵ さいたま市告示第１０２１号 

ア 別表の変更内容 
（ア）変更前      

対象工事 ア 西浦和公民館大規模改修（電気設備）工事 

イ さいたま市立本太中学校（１９・２９－１・３１・３２棟）リフレ 

ッシュ改修（電気設備）工事 

概要 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イの入札は無効とする。 

（イ）変更後 

別表削除 



さいたま市告示第１１０２号 

次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」
という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名（物品の購入）及び数量 

ア マイクロウェーブ試料分解装置 １式 

イ 電気泳動装置 １式 

⑵ 納入場所 

   さいたま市中央区鈴谷７−５−１２ さいたま市健康科学研究センター生活科学課 

 ⑶ 特質等 

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

 令和５年１２月２８日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）
（以下「名簿」という。）に種目「精密機械」内の営業種目「理化学器械器具」で登載されている
者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 



⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年７月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年７月２０日（木）及び令和５年７月２１日（金）午前９時から午後５時まで。なお、
交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞
退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ
ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する購入物品ごとに総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 



ア 日時 

（ア） １⑴アの物品 令和５年８月２日（水）午後２時００分 

（イ） １⑴イの物品 令和５年８月２日（水）午後２時１５分 

  イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する購入物品ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、
さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免
除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年８月２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 問合せ先 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった購入物品ごとに契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい
たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１１０３号 

次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」
という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴  件名（物品の購入）及び数量 

ア 多目的用途車（油圧ゲート付） ２台 

イ 軽自動車（清掃ダンプ仕様車） ２台 

⑵ 納入場所 

さいたま市緑区大崎３１７ さいたま市東部清掃事務所 

⑶ 特質等 

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

令和６年３月２９日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）
（以下「名簿」という。）に種目「輸送機器」内の営業種目「特殊車」で登載されている者である
こと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話０４８（８２９）１１８１ 



⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年７月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と
いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年７月２４日（月）及び令和５年７月２５日（火）午前９時から午後５時まで。なお、
交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞
退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ
ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する購入物品ごとに総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 



ア 日時 

（ア） １⑴アの物品 令和５年８月２日（水）午後２時３０分 

（イ） １⑴イの物品 令和５年８月２日（水）午後２時４５分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する購入物品ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、
さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免
除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年８月２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 問合せ先 

さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった購入物品ごとに契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい
たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示第１１０４号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

９条第１項の規定に基づき、次の医療機関について、指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定
をしたので告示する。 

令和５年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人      

１ 指定した医療機関 

別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所福祉局障害福祉部障害福祉課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

  



さいたま市告示第１１０５号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６

４条の規定に基づき、自立支援医療機関（精神通院医療）を担当する指定自立支援医療機関の開設者
から次のとおり指定医療機関等に係る変更の届出があったので告示する。 

令和５年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人      

１ 変更内容 

別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所福祉局障害福祉部障害福祉課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

  



さいたま市告示第１１０６号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６

０条第１項の規定に基づき、自立支援医療機関（精神通院医療）を担当する指定自立支援医療機関の
開設者から次のとおり指定医療機関等に係る更新の届出があったので告示する。 

令和５年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人     

１ 更新した医療機関 

別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所福祉局障害福祉部障害福祉課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

  



さいたま市告示第１１０７号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

９条第１項の規定に基づき、自立支援医療機関（精神通院医療）を担当する者として指定を受けてい
た指定自立支援医療機関の開設者から、次のとおり同法第６５条の規定による辞退の届出があったの
で告示する。 

令和５年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人      

１ 辞退した医療機関 

別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所福祉局障害福祉部障害福祉課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

  



さいたま市告示第１１０８号 
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の指定を受けた次の医師から、身

体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定による指定の変更の届出があ
ったので告示する。 

令和５年６月２８日 
さいたま市長 清 水 勇 人      

１ 変更の届出のあった医師 
  別紙のとおり（別紙省略） 
２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所福祉局障害福祉部障害福祉課自立支援給付係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

 
 
  



さいたま市告示第１１０９号 
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の指定を受けた次の医師から、身

体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定による指定の辞退の届出があ
ったので告示する。 

令和５年６月２８日 
さいたま市長 清 水 勇 人      

１ 辞退の届出のあった医師 
  別紙のとおり（別紙省略） 
２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所福祉局障害福祉部障害福祉課自立支援給付係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

 
 
  



さいたま市告示第１１１０号 
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項に規定する医師として、次の医師

を指定したので告示する。 
令和５年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人      
１ 指定した医師 

別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所福祉局障害福祉部障害福祉課自立支援給付係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

  



さいたま市告示第１１１１号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６
５条の規定に基づき、指定医療機関（育成医療・更生医療）の開設者から次のとおり変更の届出があ
ったので告示する。 

令和５年６月２８日 
さいたま市長 清 水 勇 人     

１ 変更の届出のあった医療機関 

 別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所福祉局障害福祉部障害福祉課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

  



さいたま市告示第１１１２号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年６月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区宮町二丁目３１４番３、３１４番４、３１４番５、３１４番６、３１４番７、
３１４番８ （第１工区） 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  (省略) 
３ 許可番号 
  令和５年５月１９日 
  第変−Ｎ２０２２１２６号 
４ 検査済証番号 

令和５年６月２８日 
第完１Ｎ２０２２１２６号 

  



さいたま市告示第１１１３号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工
事が完了したので公告する。 
  令和５年６月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市中央区円阿弥四丁目５０３番３、５０３番４、５０８番 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

(省略) 
３ 許可番号 

 令和４年７月２５日 
 第 開‐Ｓ２０２２０２９ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年６月２８日 
 第 完‐Ｓ２０２２０２９ 号 

  

さいたま市告示第１１１３号



さいたま市告示第１１１４号 

区政推進部内モノクロ複合機賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施
行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す
る。 

令和５年６月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

区政推進部内モノクロ複合機賃貸借 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 区政推進部内 

⑶ 数量・特質等 

ア 数量 １台 

イ 特質等 仕様書による。 

⑷ 借入期間 

   令和５年１０月１日から令和１０年９月３０日まで    

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）
（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登載
されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。交付の方法は手交、郵送
又は電子メールによるものとする。郵送及び電子メールを希望する場合は受付先に連絡すること。
手交を希望する場合は受付先にて直接手交する。 

⑴ 受付先 

   さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所８階 市民局区政推進部 

電話 ０４８−８２９−１８３３ ＦＡＸ ０４８−８２９−１９９２ 

⑵ 交付期間 



告示の日から令和５年７月１３日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいた
ま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで）
(省略) 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付方法 

ＣＤ−ＲＯＭ又は電子データ 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と 

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 
ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

 ⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年７月１３日（木）必着 

  イ 送付先 
    〒３３０−９５８８ さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市市民局区政推進部 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

全て郵送とする。 

⑵ 交付日 

令和５年７月２０日（木）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に
当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 



ア 日時 

令和５年７月２４日（月）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所西会議棟第５会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい 

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と 

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年７月２４日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の
範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市市民局区政推進部 

電話 ０４８−８２９−１８３３ ＦＡＸ ０４８−８２９−１９９２ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま
市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市市民局区政推進部及びホームページにおいて閲覧できる。 

    https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p086273.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p086273.html


さいたま市告示第１１１５号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工
事が完了したので公告する。 
  令和５年６月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市中央区八王子五丁目２８１番８、２８１番９、２８１番１０ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

東京都武蔵野市境二丁目２番２号 
株式会社飯田産業 代表取締役 築地 重彦 

３ 許可番号 
 令和５年５月３０日 
 第 変‐Ｓ２０２２１０２ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年６月２８日 
 第 完‐Ｓ２０２２１０２ 号 

  



さいたま市告示第１１１６号 

公募型プロポーザル方式の手続きの開始 
さいたま市「食肉市場」整備に向けたＰＦＩ等調査業務について、次のとおり、当該業務に関する

企画提案書の提出を依頼します。 
令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の依頼に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市「食肉市場」整備に向けたＰＦＩ等調査業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市見沼区宮ヶ谷塔２丁目地内 

⑶ 業務目的 
本業務は、さいたま市（以下「本市」という。）が計画する食肉市場の整備に当たり、施設の整

備・運営に関し、ＰＦＩ手法、その他の手法を導入する場合の事業スキームを検討するとともに、 
その手法ごとに導入の効果、課題等を整理し事業の実施可能性について評価することを目的とす
る。また、一体的に整備を進める道の駅との運営における最適な連携を検討する。 

⑷ 履行期間 
契約締結の日から令和６年３月２２日まで 

⑸ 事業費限度額 
本プロポーザルの予算上限額は、２６,０００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。）とす

る。 
２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 
 ⑴ 単体企業の場合 
  ⑶に掲げるアからエまでの全ての要件を満たしていること。また、次に掲げる本プロポーザルに

おける共同企業の構成員として本プロポーザルに参加していないこと。 
⑵ 共同企業（以下「特定共同企業体」という。）の場合 

⑶に掲げるアからエまでの全ての要件を満たす構成員により結成されたものとし、その結成方法
は、オによるものとする。 

 ⑶ 参加資格要件 
ア 参加表明兼資格確認申請書提出日において令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名

簿（設計・調査・測量）に、業務「建設コンサルタント」で登載されていること。または、令和５・
６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に、業務「計画策定」で登載されている者
であること。 
イ 次のいずれにも該当しない者であること。 

(ｱ) 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）
第３２条第１項各号に掲げる者。 

(ｲ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた
ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者。 



(ｳ) 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並
びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協同組合にあっては、
その組合員が、特定共同企業体の構成員、単体企業の別を問わず、本件に参加している者。 

ウ 本プロポーザルの告示日から契約締結までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入
札参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締
結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加
除外の措置を受けている期間がない者であること。 

エ 過去に本市又は他の地方公共団体等におけるＰＦＩ等の民間活力導入検討・基本構想等の業
務実績が２件以上あること。 

オ 特定共同企業体の結成方法は、２者又は３者による自主結成とし、特定共同企業体協定書を
締結していなければならない。また、次に掲げる要件を満たしていなければならない。 
(ｱ) 構成員の出資比率は、次のとおりとすること。 

ａ ２者の場合 ３０パーセント以上 
ｂ ３者の場合 ２０パーセント以上 

(ｲ) 代表構成員の出資比率は、構成員中最大とすること。 
(ｳ) 構成員は、本プロポーザルに係る他の特定共同企業体の構成員以外で構成すること。 

３ 企画提案に係る実施要領の交付 
企画提案書の提出を希望する者に対し、企画提案に係る実施要領を交付する。 

⑴ 交付方法 
さいたま市ホームページの次のアドレスからダウンロードすること。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p098095.html 

⑵ 交付期間 
本告示日から令和５年７月１４日（金）午後４時まで 

４ 質問の受付及び回答 
  企画提案書の提出を希望する者は、企画提案に関する事項について、次のとおり質問することが

できる。なお、電子メール送信後、速やかに電話にて到達確認を行うこと。 
⑴ 提出期間 

本告示日から令和５年７月６日（木）午後４時まで 
⑵ 提出方法 

   電子メール 
  メールアドレス shokuniku-michinoeki@city.saitama.lg.jp 

  ⑶ 到達確認先 
   電話 ０４８（８２９）１３９２ 
 ⑷ 質問に対する回答予定日 
   令和５年７月１２日（水）まで 
 ⑸ 回答方法 
   さいたま市ホームページ上に、質問及び回答を公表する。 
５ 参加表明手続き 
  企画提案書の提出を希望する者は、次のとおり参加意思表明の手続きを行い、参加資格の確認審

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p098095.html
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査を受けること。 
⑴ 提出書類 

ア 単体企業の場合 
(ｱ) 参加表明兼資格確認申請書 
(ｲ) 類似の事業実績 
(ｳ) 業務執行体制 

 (ｴ) さいたま市競争入札参加資格審査結果通知書の写し 
 (ｵ) 契約書等の業務実績が分かる書類の写し 

イ 特定共同企業体の場合 
 (ｱ) 参加表明兼資格確認申請書 
(ｲ) 類似の事業実績 
(ｳ) 業務執行体制 
(ｴ) 共同企業体協定書 
(ｵ) 共同企業体協定書第８条に基づく協定書 
(ｶ) 委任状 

 (ｷ) さいたま市競争入札参加資格審査結果通知書の写し 
 (ｸ) 契約書等の業務実績が分かる書類の写し 

⑵ 提出期間 
    本告示日から令和５年７月１４日（金）午後４時まで 

⑶ 提出場所 
〒３３０−９５８８  さいたま市浦和区常盤６−４−４  
さいたま市経済局商工観光部食肉市場・道の駅施設整備準備室 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送（郵送の場合には令和５年７月１４日（金）までに必着のこと。）とする。なお、郵

送の場合は簡易書留や特定記録等を利用し、配達されたことが証明（確認）できる方法によること。 
⑸ 参加資格の確認 

  参加資格確認終了後、令和５年７月１９日（水）午前９時から正午まで、及び午後１時から午後
４時までに、さいたま市経済局商工観光部食肉市場・道の駅施設整備準備室にて、参加資格確認結
果通知兼企画提案書提出依頼書を交付する。 

６ 企画提案書等の提出 
⑴ 提出書類 

ア 参加資格確認結果通知兼企画提案書提出依頼書の写し 
イ 類似の事業実績、業務執行体制及び業務執行体系図 
ウ 企画提案書 
エ 参考見積書 
オ 参考見積内訳書 

⑵ 提出期限 
令和５年７月３１日（月）正午まで 

⑶ 提出場所 



５⑶に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は郵送（郵送の場合には令和５年７月３１日（月）正午までに必着のこと。）とする。なお、
郵送の場合は簡易書留や特定記録等を利用し、配達されたことが証明（確認）できる方法によるこ
と。 

７ 業者選定の方法  
業者選定は、事業者選定委員会による書類審査を実施し委託業者を選定する。  
業者選定に当たっての審査方法等は、企画提案に係る実施要領を参照すること。  

８ 参加者の失格 
次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 
⑴ 前記２に掲げる参加資格要件を満たさなくなった場合 
⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合 
⑶ 提出書類に重大な誤りがあった場合 
⑷ 提出書類（様式）の記載項目に改ざんが見られた場合 
⑸ 審査の公平性を害する行為があった場合 
⑹ 参考見積書の見積額（消費税及び地方消費税を含む。）が、予算の上限額を超えている場合 

９ 本依頼に関する事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４  
さいたま市経済局商工観光部食肉市場・道の駅施設整備準備室 
電話 ０４８（８２９）１３９２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４４ 

１０ その他 
⑴ 本プロポーザルに参加する費用は、全て参加者の負担とする。 
⑵ 提出期限を過ぎた場合は、提出書類等の修正又は変更は認めない。 
⑶ 提出された書類は返却しない。 
⑷ 提出された書類は、行政情報開示請求等により公開することがある。 

  



さいたま市告示第１１１７号 

公募型プロポーザル方式の手続きの開始 
さいたま市「道の駅」整備に向けたＰＦＩ等調査業務について、次のとおり、当該業務に関する企

画提案書の提出を依頼します。 
令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の依頼に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市「道の駅」整備に向けたＰＦＩ等調査業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市見沼区宮ヶ谷塔４丁目地内 

⑶ 業務目的 
本業務は、さいたま市（以下「本市」という。）が計画する（仮称）農業及び食の流通・観光産業
拠点の整備に当たり、「道の駅」の施設の整備・運営に関し、ＰＦＩ手法、その他の手法を導入す
る場合の事業スキームを検討するとともに、その手法ごとに導入の効果、課題等を整理し事業の
実施可能性について評価することを目的とする。また、一体的に整備を進める食肉市場との運営
における最適な連携を検討する。 

⑷ 履行期間 
契約締結の日から令和６年３月２２日まで 

⑸ 事業費限度額 
本プロポーザルの予算上限額は、１５,０００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 
 ⑴ 単体企業の場合 
  ⑶に掲げるアからエまでの全ての要件を満たしていること。また、次に掲げる本プロポーザルに

おける共同企業の構成員として本プロポーザルに参加していないこと。 
⑵ 共同企業（以下「特定共同企業体」という。）の場合 
⑶に掲げるアからエまでの全ての要件を満たす構成員により結成されたものとし、その結成方法は、
オによるものとする。 

 ⑶ 参加資格要件 
ア 参加表明兼資格確認申請書提出日において令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名

簿（設計・調査・測量）に、業務「建設コンサルタント」で登載されていること。または、令和５・
６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に、業務「計画策定」で登載されている者
であること。 

イ 次のいずれにも該当しない者であること。 
(ｱ) 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）
第３２条第１項各号に掲げる者。 

(ｲ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた
ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者。 



(ｳ) 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並
びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協同組合にあっては、
その組合員が、特定共同企業体の構成員、単体企業の別を問わず、本件に参加している者。 
ウ 本プロポーザルの告示日から契約締結までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札

参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結す
る契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の
措置を受けている期間がない者であること。 

エ 過去に本市又は他の地方公共団体等におけるＰＦＩ等の民間活力導入検討・基本構想等の業務
実績が２件以上あること。 

オ 特定共同企業体の結成方法は、２者又は３者による自主結成とし、特定共同企業体協定書を締
結していなければならない。また、次に掲げる要件を満たしていなければならない。 
(ｱ) 構成員の出資比率は、次のとおりとすること。 
ａ ２者の場合 ３０パーセント以上 
ｂ ３者の場合 ２０パーセント以上 
(ｲ) 代表構成員の出資比率は、構成員中最大とすること。 
(ｳ) 構成員は、本プロポーザルに係る他の特定共同企業体の構成員以外で構成すること。 

３ 企画提案に係る実施要領の交付 
企画提案書の提出を希望する者に対し、企画提案に係る実施要領を交付する。 
⑴ 交付方法 

さいたま市ホームページの次のアドレスからダウンロードすること。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p098097.html 

⑵ 交付期間 
本告示日から令和５年７月１４日（金）午後４時まで 

４ 質問の受付及び回答 
 企画提案書の提出を希望する者は、企画提案に関する事項について、次のとおり質問することがで
きる。なお、電子メール送信後、速やかに電話にて到達確認を行うこと。 

⑴ 提出期間 
本告示日から令和５年７月６日（木）午後４時まで 

⑵ 提出方法 
  電子メール 
  メールアドレス shokuniku-michinoeki@city.saitama.lg.jp 
  ⑶ 到達確認先 
   電話 ０４８（８２９）１３９２ 
 ⑷ 質問に対する回答予定日 
   令和５年７月１２日（水）まで 
 ⑸ 回答方法 
   さいたま市ホームページ上に、質問及び回答を公表する。 
５ 参加表明手続き 
  企画提案書の提出を希望する者は、次のとおり参加意思表明の手続きを行い、参加資格の確認審

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p098097.html
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査を受けること。 
⑴ 提出書類 

ア 単体企業の場合 
(ｱ) 参加表明兼資格確認申請書 
(ｲ) 類似の事業実績 
(ｳ) 業務執行体制 
(ｴ) さいたま市競争入札参加資格審査結果通知書の写し 
(ｵ) 契約書等の業務実績が分かる書類の写し 
イ 特定共同企業体の場合 
(ｱ) 参加表明兼資格確認申請書 
(ｲ) 類似の事業実績 
(ｳ) 業務執行体制 
(ｴ) 共同企業体協定書 
(ｵ) 共同企業体協定書第８条に基づく協定書 
(ｶ) 委任状 
(ｷ) さいたま市競争入札参加資格審査結果通知書の写し 
(ｸ) 契約書等の業務実績が分かる書類の写し 

⑵ 提出期間 
    本告示日から令和５年７月１４日（金）午後４時まで 

⑶ 提出場所 
〒３３０−９５８８  さいたま市浦和区常盤６−４−４  
さいたま市経済局商工観光部食肉市場・道の駅施設整備準備室 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送（郵送の場合には令和５年７月１４日（金）までに必着のこと。）とする。なお、郵

送の場合は簡易書留や特定記録等を利用し、配達されたことが証明（確認）できる方法によること。 
⑸ 参加資格の確認 

  参加資格確認終了後、令和５年７月１９日（水）午前９時から正午まで、及び午後１時から午後
４時までに、さいたま市経済局商工観光部食肉市場・道の駅施設整備準備室にて、参加資格確認結
果通知兼企画提案書提出依頼書を交付する。 

６ 企画提案書等の提出 
⑴ 提出書類 

ア 参加資格確認結果通知兼企画提案書提出依頼書の写し 
イ 類似の事業実績、業務執行体制及び業務執行体系図 
ウ 企画提案書 
エ 参考見積書 
オ 参考見積内訳書 

⑵ 提出期限 
令和５年７月３１日（月）正午まで 

⑶ 提出場所 



５⑶に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は郵送（郵送の場合には令和５年７月３１日（月）正午までに必着のこと。）とする。なお、
郵送の場合は簡易書留や特定記録等を利用し、配達されたことが証明（確認）できる方法によるこ
と。 

７ 業者選定の方法  
業者選定は、事業者選定委員会による書類審査を実施し委託業者を選定する。  
業者選定に当たっての審査方法等は、企画提案に係る実施要領を参照すること。  
８ 参加者の失格 

次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 
⑴ 前記２に掲げる参加資格要件を満たさなくなった場合 
⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合 
⑶ 提出書類に重大な誤りがあった場合 
⑷ 提出書類（様式）の記載項目に改ざんが見られた場合 
⑸ 審査の公平性を害する行為があった場合 
⑹ 参考見積書の見積額（消費税及び地方消費税を含む。）が、予算の上限額を超えている場合 

９ 本依頼に関する事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６−４−４  
さいたま市経済局商工観光部食肉市場・道の駅施設整備準備室 
電話 ０４８（８２９）１３９２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４４ 

１０ その他 
⑴ 本プロポーザルに参加する費用は、全て参加者の負担とする。 
⑵ 提出期限を過ぎた場合は、提出書類等の修正又は変更は認めない。 
⑶ 提出された書類は返却しない。 
⑷ 提出された書類は、行政情報開示請求等により公開することがある。 

  













さいたま市告示第１１１９号 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下｢支援法」という。）第１４条第４項の規定に基づき、医療機関を指定したので、生活保護法第５

５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 

  



さいたま市告示第１１２０号 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下｢支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定医療機関から辞退の届出があったので、生

活保護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人  

別紙のとおり（別紙省略） 

  



さいたま市告示第１１２１号 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下｢支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定医療機関から廃止の届出があったので、生

活保護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 

  



さいたま市告示第１１２２号 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下｢支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定医療機関から変更の届出があったので、生

活保護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 

  



さいたま市告示第１１２３号 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号。以下｢支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定介護機関（生活保護法第５４条の

２第２項の規定により第 1 項の指定をうけたものとみなされた地域密着型介護老人福祉施設および介

護老人福祉施設を含む。）から辞退の届出があったので、生活保護法第５５条の３及び支援法第１４

条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年６月３０日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 
  



さいたま市告示第１１２４号 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号。以下｢支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定介護機関から変更の届出があった

ので、生活保護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 

  



さいたま市告示第１１２５号 
さいたま都市計画事業土呂農住特定土地区画整理事業の事業計画（第１２回変更）を土地区画整理

法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第２項で準用する同法第２０条第１項の規定により公衆の
縦覧に供するので、土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第４７号）第３条の規定により下記の事
項を公告する。 

なお、当該事業計画で都市計画で定められた事項以外の事項について意見のある利害関係者は、令
和５年８月１７日までにさいたま市長に意見書を提出することができる。 

令和５年６月３０日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 縦覧期間 
令和５年７月２１日（金）から令和５年８月３日（木） 

２ 縦覧時間 
午前８時３０分から午後５時１５分 

３ 縦覧場所 
 さいたま市都市局まちづくり推進部区画整理支援課内 
 （さいたま市見沼区大字新堤２７２番地１ 旧東清掃事務所） 
  



さいたま市告示第１１２６号 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに
永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以
下｢支援法」という。）第１４条第４項の規定に基づき、施術者を指定したので、生活保護法第５５条
の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 

  



さいたま市告示第１１２７号 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下｢支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定施術者から変更の届出があったので生活保

護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 

  



さいたま市告示第１１２８号 

 公共下水道の供用及び下水の処理を開始するので下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条の規
定により次のとおり公示する。 
 なお、関係図面は本市建設局下水道部下水道総務課において縦覧に供する。 

令和５年６月３０日 
さいたま市長 清 水 勇 人     

１ 供用及び下水道の処理を開始する年月日 
令和５年７月１日 

２ 供用及び下水の処理を開始する区域 
  西区内野本郷地内、西区大字清河寺地内、西区大字宝来地内、大宮区三橋地内、大宮区堀の内地

内、見沼区大谷地内、見沼区南中野地内、見沼区大和田町１丁目、見沼区染谷１丁目、見沼区染
谷２丁目地内、見沼区染谷３丁目、見沼区大字風渡野、見沼区大字小深作、見沼区大字東門前、
見沼区大字東宮下、見沼区宮ヶ谷塔３丁目の一部 

３ 公示面積 
  １４．５８ｈａ 
４ 供用を開始する排水施設の位置 
  別紙図面のとおり 
５ 供用を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 
  分流式 
６ 接続する流域下水道の終末処理場の位置及び名称 
  埼玉県戸田市笹目５丁目３７番地の１４ 
  荒川左岸南部流域下水道荒川水循環センター 
  



さいたま市告示第１１２９号 

 公共下水道の供用及び下水の処理を開始するので下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条の規
定により次のとおり公示する。 
 なお、関係図面は本市建設局下水道部下水道総務課において縦覧に供する。 

令和５年６月３０日 
さいたま市長 清 水 勇 人    

１ 供用及び下水道の処理を開始する年月日 
令和５年７月１日 

２ 供用及び下水の処理を開始する区域 
岩槻区大字岩槻、岩槻区大字平林寺の一部 

３ 公示面積 
  ４．０９ｈａ 

４ 供用を開始する排水施設の位置 
  別紙図面のとおり 
５ 供用を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 
  分流式 
６ 接続する流域下水道の終末処理場の位置及び名称 
  埼玉県三郷市番匠免３丁目２番２号 
  中川流域下水道中川水循環センター 
  



さいたま市告示第１１３０号 

 さいたま市みどりの条例（平成１３年５月１日条例第２４８号）第６条の規定に基づき、指定緑地
として次のとおり指定したので告示する。 

 令和５年６月３０日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 名   称 保存緑地 
２ 指定年月日 令和５年７月１日 
３ 指 定 期 間 令和５年７月１日から令和１０年６月３０日まで 
４ 指定番号、所在地、指定面積、区域面積、図面  

別添のとおり（別添省略） 
    
  



さいたま市告示第１１３１号 
都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条の２の規定により、都市公園の供用開始について、次の

とおり告示する。 
令和５年６月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 供用開始する公園 

番号 名称 位置 区域 供用開始の期日 

１ 染 谷 ポ ケ ッ ト パ ー ク 
さ い た ま 市 見 沼 区 
染 谷 ３ 丁 目 ４ ０ ２ − １ 

別添図面
のとおり 

令和５年６月３０日 

 
 




